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１．はじめに

１.１ 検討経緯

 ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進については、平成20年 3月「観光のユニバ

ーサルデザイン化 手引き集」を取りまとめ、観光における課題に対する検討方針や論点の整理を実

施した。 

 平成 23年度においては、旅行の送り手側の視点に立ち、旅行業者へのヒアリングおよびアンケ

ートやモニターツアーの実施により、旅行業者（送り手）の視点でユニバーサルツーリズムの現状

を把握し、課題を明らかにした上で、その対応方針を検討した。 

 平成 24年度においては、地域におけるユニバーサルツーリズムの取組を抽出し、受入環境を整

備するために、重要な役割を担う地域の支援組織の活動状況を把握するとともに、現状の課題を抽

出し、今後の対応方針、取り組むべき方向性について検討した。また、関係者間の連携を強化し、

ユニバーサルツーリズムの更なる促進を図るためシンポジウムを開催した。 

18年度
（2006年）
18年度
（2006年）

平成19年度
（2007年）
平成19年度
（2007年）

平成20年度
（2008年）
平成20年度
（2008年）

平成21年度
（2009年）
平成21年度
（2009年）

平成22年度
（2010年）
平成22年度
（2010年）

平成23年度
（2011年）
平成23年度
（2011年）

平成24年度
（2011年）
平成24年度
（2011年）

17年度以前
（2005年）

17年度以前
（2005年）

平成25年度
（2012年）
平成25年度
（2012年）

ユニバーサルデザイン政策大綱
（H17年）

交通バリアフリー法（H12年）
バリアフリー法（H18年）

◎観光立国推進基本計画（H19/6）
「ユニバーサルデザインの考え方に
基づく観光の促進」

◎観光庁発足（H20/10）

◎観光のユニバー
サルデザインガイ
ドライン（H20/3）

◎シンポジウム（ユニバーサルデザインの
考え方に基づく観光促進シンポジウム）

(H21/3)

ユニバーサルデザインの考え
方に基づく観光促進検討会

旅行の送り
手にかかる
課題の検討

◎

シンポジウムの開催
(H24/2)

受入拠点の
強化、旅行
商品の供給
促進に向け
た検討、旅
行による効
用の検証

◎観光立国推進基本計画（H24/3）
「ユニバーサルツーリズムの促進」

旅行の着地
側にかかる
課題の検討

図１ ユニバーサルツーリズムにかかわるこれまでの検討内容 

１.２ 本事業の目的

 これまでの検討経緯を踏まえ、本事業では、高齢者・障がい者等の移動制約者を含む誰もが旅行

を楽しむことができる環境を整備するため、地方自治体、NPO 等の幅広い関係者の協力の下、地

域の受入拠点づくりを進めるとともに、旅行商品の造成・普及のための取組を実施し、ユニバーサ

ルツーリズムの更なる普及・促進を図ることを目的に実施した。 

 具体的には、公募により選定した受入拠点における強化策を行うことで、ユニバーサルツーリズ

ムに対応した観光地づくりに繋がる地域の受入体制強化マニュアルを作成するとともに、旅行商品

としての認知度向上、商品供給促進等に資する取組を検討した。また、旅行がもたらす健康増進等

の効用調査等を通じて、ユニバーサルツーリズムの更なる普及・促進を図った。 
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２．地域の受入体制の強化

 ユニバーサルツーリズムの普及・促進のためには、地方自治体、NPO 等の幅広い関係者の協力

の下、地域の受入体制を強化する取組が必要である。地域の受入体制を強化する上では、地域の観

光に関連したバリアフリー情報の収集、発信等を行い、行政や地域の観光、宿泊、移送、福祉等の

関係者とネットワークを持つことにより、旅行者や旅行業者からの問い合わせや相談に適切に対応

することができる窓口機能を有する組織づくり（受入拠点づくり）が重要となる。

行 政

受入拠点

宿泊サービス

移送サービス

福祉サービス
旅行会社等サービス提供者

利 用 者
（高齢者、障がい者、杖利用者、小さな子供連れの方（ベビーカー）、妊婦等）

利 用 者
（高齢者、障がい者、杖利用者、小さな子供連れの方（ベビーカー）、妊婦等）

・交通事業者等

WebWeb

サービス提供

・相談・依頼

・情報提供
・紹介・斡旋
・サポーター
・車いす貸出

・ホテル、旅館等

・福祉関係施設、団体等

連携

連
携

・観光計画策定
・観光地のバリアフリー化
の推進
・バリアフリー関係事業
創出 等

・調査への協力、情報提供
・セミナー、勉強会等への参加
・利用者受入等

観光サービス
・観光施設 等

・観光協会等

情報発信

連
携

・相談・依頼
・旅行商品企画・造成
・サポーター、車いす等手配
・宣伝・広報
・送客
・顧客情報等共有

・相談・依頼
・旅行申込

・旅行商品提供
・宣伝・広報

・働きかけ

観光組織等

連
携

・調査への協力、情報提供
・セミナー、勉強会等への参加
・利用者受入等

・調査への協力、情報提供
・セミナー、勉強会等への参加
・利用者受入等

・情報提供
・セミナー、勉強会等への参加
・人的介助、機器貸出等

・バリア調査
・バリアフリー化
指導・アドバイス
・利用者斡旋
・注意事項伝達

図２ 地域の受入体制 

 地域の受入拠点は、行政や宿泊、観光、移送、福祉等の地域のサービス提供者とネットワークを

持つことにより、ユニバーサルツーリズムに必要なバリアおよびバリアフリー情報や障がい者等に

対する支援情報等を収集・蓄積し、その情報を観光困難者や旅行業者に提供する。加えて、観光事

業者等へのセミナーや勉強会、観光施設や宿泊施設等へのバリアフリー化の指導・アドバイス、サ

ポーター（介助者）の育成や派遣等に対応することで、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地

づくり（バリアフリー観光地づくり）を推進する。

 受入拠点は、地域の情報が集約された窓口機能を果たすため、観光困難者にとっては問い合わせ

の際の手間、負担等が少なくなり、また、旅行業者にとってはユニバーサルツーリズムに対応した

ツアーを企画・造成・実施する際の負担軽減等にも繋がることが期待される。
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・観光施設、公共交通、

宿泊施設等のバリア

に関する調査

・地域内のバリア等の

情報収集・蓄積 等

・バリア及びバリアフ

リー情報の発信
（WEB、広報誌等）
・バリアフリー観光地の
PR 等

・観光事業者へのバリ

アフリー観光に関する

セミナー、勉強会

・観光施設、宿泊施設

等へのバリアフリー化

の指導・アドバイス

・サポーター（介助者）
の育成等

・サポーター（介助者）、

入浴介助の派遣

・車いす、ベビーカー、
福祉機器等の貸出 等

受入拠点受入拠点

情報収集情報収集 情報発信情報発信 指導･アドバイス指導･アドバイス 介助サポート介助サポート その他その他

・観光困難者の旅行ニーズに対応する問い合わせや相談対応

・旅行業者のツアー造成ニーズに対する問い合わせや相談対応

・地域の観光事業者等へのバリアフリー化アドバイスや研修 等

（総合相談センター）

図３ 地域の受入拠点の機能 

 本事業では、ユニバーサルツーリズムの受入拠点となり得る組織の公募を行い、選定委員会によ

り対象となる組織（地域）を選定し、選定した組織（地域）において、受入体制の強化に向けた事

業を実施した。

 これらの取組結果に加え、先行的に取り組んでいる地域の事例も踏まえ、今後の地域におけるユ

ニバーサルツーリズムの受入拠点づくりの普及に繋げるためのマニュアルを作成した。
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２.１ 地域における受入拠点の選定

２.１.１ 受入拠点の公募

 観光地においてユニバーサルツーリズムの普及促進に向けた事業を実施し、かつ、受入拠点づく

りに必要となるマニュアルを取りまとめるにあたり協力可能な組織の公募を行った。 

 募集は、「①ユニバーサルツーリズムに関する取組が初期段階にある地域の組織」、「②ユニバーサ

ルツーリズムに関する取組が発展段階にある地域の組織」のそれぞれについて行った。 

 公募期間は、平成25年 9月 20日（金）～10月 8日（火）とし、観光庁ホームページにて公

募要項等を掲示した。応募する組織に対しては、所定の様式に沿って、現状の取組状況や課題、本

事業で実施したい内容、必要経費等について提出を求めることとした。 

２.１.２ 受入拠点の選定

（１）選定方法

 本事業における組織の選定は、選定委員会による審査により実施した。 

 審査は、選定委員4名により、受領した応募書をもとに、①事業趣旨への適合性、②具体性およ

び計画性、③実施体制、④持続性等の観点から総合的な評価を実施した。 

（２）選定結果

 公募期間中、NPO：7組織、一般社団法人：3組織、宿泊施設：1組織、旅行業者：1組織の計

12組織から応募書を受領した。 

 受領した応募書をもとに、選定委員会における審査を行い、結果以下の3組織を選定した。 

【選定組織】 

１）ユニバーサルツーリズムに関する取組が初期段階にある地域の組織

  ①NPO法人 いわき自立生活センター（福島県いわき市）

  ②NPO法人 チャレンジド就労支援ネットワーク eワーカーズ鹿児島（鹿児島県霧島市）

２）ユニバーサルツーリズムに関する取組が発展段階にある地域の組織

  ③NPO法人 石川バリアフリーツアーセンター（石川県金沢市）
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２.２ 受入拠点の強化

２.２.１ 選定組織における取組の概要

（１）選定組織の概要

 本事業において選定した3組織の概要について表１に示す。 

 「ユニバーサルツーリズムに関する取組が初期段階にある地域の組織」として選定された①NPO

法人いわき自立生活センター、②NPO 法人チャレンジド就労支援ネットワーク e ワーカーズ鹿児

島は、いずれも地域の障がい者の自立と社会参画の促進、就労支援等を行っている組織であり、今

後ユニバーサルツーリズムの受入拠点としての取組を志向する組織であった。 

 「ユニバーサルツーリズムに関する取組が発展段階にある地域の組織」として選定された③NPO

法人石川バリアフリーツアーセンターは、ユニバーサルツーリズムの受入拠点としての取組を既に

開始しており、平成25年 5月にNPOとして法人設立をした組織であり、今後より一層の拠点機

能の拡充を志向する組織であった。 

表１ 選定組織の概要 

ユニバーサルツーリズムに 

関する取組が初期段階に 

ある地域の組織 

ユニバーサルツーリズムに 

関する取組が発展段階に 

ある地域の組織 

団体名 

①NPO 法人 

  いわき自立生活センター 

②NPO 法人 

  チャレンジド就労支援ネット

ワーク e ワーカーズ鹿児島

③NPO 法人 

  石川バリアフリーツアー 

  センター 

代表者名 理事長 長谷川 秀雄 理事長 紙屋 久美子 理事長 坂井 さゆり 

所在地  福島県いわき市 鹿児島県霧島市 石川県金沢市 

活動地域 福島県内 鹿児島県内 石川県内 

設立年月  平成13年 4月 平成 19年 7月 平成 25年 5月 

職員数  
有給専従：48人 

有給非専従：22人 

5 人 2 人（常勤1、パート1） 

団体の目的 

・障がい福祉サービスの提供を

通じ、障がい者の自立と社会

参加を促進 

・障がいが重くても地域で市民

生活が送れるノーマライゼ

ーション社会の実現を目指

す 

・IT の普及、利活用支援・IT

を活用しての自立・就労支援

を行うことにより、高齢者・

障がい者に関わらずあらゆ

る人が共に住み、共に仕事が

できるような社会づくりに

寄与 

・全国の高齢者・障がい者、妊

婦など障がい（バリア）を抱

えた人たちへの石川県の観

光案内窓口として、高齢者・

障がい者が安心して旅行で

きるようにサポート 

主な 

活動状況 

・障がい者への自立生活プロ

グラム 

・当事者によるピアカウンセ

リング 

・高齢者・障がい者へのヘル

パー派遣事業 

・要介護高齢者のケアプラン

作成 

・多機能型事業所（通所）の

運営 

・3.11被災者の支援 等 

・高齢者・障がい者の情報化

技術の推進事業（パソコン

講習会・パソコン教室の運

営） 

・高齢者・障がい者就労支援

事業 

・障がい者理解のための壁無

（かべなし）交流会の開催

・バリアフリー観光推進事業

（県の補助事業として実

施） 等 

・パーソナルバリアフリー基

準に基づく、バリアフリー

調査およびその情報発信 

・障がい者の旅行受入や接遇

に関する各種研修や啓発

事業 

・全国のバリアフリーツアー

センターとのネットワー

クづくり、情報交換および

事業の交流・連携 等 

（平成25年10月 8日現在） 



6 

（２）取組の概要

 １）地域内の調査等

 本事業において選定した3組織の取組概要（地域内での調査等）について表２に示す。 

 3 組織いずれも地域の行政や観光事業者をメンバーに加えた「協議会」を開催し各取組を実施し

た。また、3組織いずれも「観光施設等のバリアフリー調査」に取り組み、その結果を取りまとめ、

紙媒体、ホームページ等にて利用者等に対して「バリアフリー情報の発信」を行った。 

 また、受入拠点としての取組内容を先行地域に学ぶため、3組織いずれも先行地域現地もしくは

先行地域からの講師を招き研修を実施した。 

 加えて、②NPO法人チャレンジド就労支援ネットワーク eワーカーズ鹿児島、③NPO法人石川

バリアフリーツアーセンターは、地域関係者への取組の周知や地域としての取組意識の醸成を図る

こと等を目的にセミナー形式の勉強会を開催した。 

 3 組織いずれについても、先行地域からのアドバイザーを招請し、取組全体を通じアドバイスを

受けながら事業に取り組んだ。 

表２ 取組概要（地域内での調査等） 

団体名 

①NPO 法人 いわき自立生

活センター 

②NPO 法人 チャレンジド就

労支援ネットワーク e ワー

カーズ鹿児島 

③NPO 法人 石川バリアフリ

ーツアーセンター 

取組内容 a.協議会の開催 

b.観光施設等のバリアフリ

ー調査 

c.バリアフリー情報の発信 

d.ユニバーサルツーリズム

の先行地域の視察研修 

a.協議会の開催 

b.観光施設等のバリアフリ

ー調査 

c.バリアフリー情報の発信 

d.調査員研修 

e.スタッフ員研修 

f.勉強会開催 

a.協議会の開催 

b.観光施設等のバリアフリ

ー調査 

c.バリアフリー情報の発信 

d.バリアフリー観光アテン

ダントの育成 

e.バリアフリー観光セミナ

ーの開催 

アドバイザー 鞍本長利 氏 

（神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表 ） 

中村元 氏 

（伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長）

中村元 氏 

（伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長）

親川修 氏 

（バリアフリーネットワーク会議代表） 
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 ２）モニターツアー

 選定した3組織を対象に、高齢者・障がい者を実際に受け入れることにより受入時の課題を把握

すること、参加者に対する旅行の効用を把握すること（結果は「４．旅行による効用の検証」に詳

述）等を目的にモニターツアーを実施した。

 実施したモニターツアーの概要について表３に示す。

 ①NPO法人いわき自立生活センター、②NPO法人チャレンジド就労支援ネットワーク eワーカ
ーズ鹿児島は、旅行業者と連携しモニターツアーを実施した。③NPO 法人石川バリアフリーツア

ーセンターについては、地域の福祉施設等のネットワークを活用し地元在住者を対象に実施した。

表３ 取組概要（モニターツアー） 

団体名 

①NPO 法人 いわき自立生

活センター 

②NPO 法人 チャレンジド就

労支援ネットワーク e ワー

カーズ鹿児島 

③NPO 法人 石川バリアフリ

ーツアーセンター 

実施日  平成26年 1月 15日（水）

    ～1 月 16日（木）

平成26年 1月 19日（日）

    ～1 月 20日（月）

平成26年 1月 9日（木）

    ～1 月 10日（金）

参加人数 計８名 

 ・車いす利用者：3組6名

 ・杖をご使用の方：1 組 2

名 

計 8名 

 ・車いす利用者：4組8名

（うち電動車いすをご使

用の方：1組2名） 

計 3名 

 ・車いす利用者：1名 

 ・杖をご使用の方：2名 

実施方法 ・クラブツーリズム（株）主催

・東京発のバスツアー 

・（株）エイチ・アイ・エス主催

・福岡から鹿児島までは鉄道で

移動し、現地ではリフト付き

バスにより移動 

・地域のネットワークにより地

元在住者を対象に実施 

・リフト付きの車両により移動

ツアー行程 【宿泊施設】 

 かんぽの宿いわき 

【観光施設】 

 ①ハワイアンズ 

  （ショー鑑賞） 

 ②いわき防災・減災ツアー 

 ③塩屋崎 

 ④三崎公園「マリンタワー」

 ⑤アクアマリンふくしま 

 ⑥いわき･ら･ら･ミュウ 

【宿泊施設】 

 ソラリア西鉄ホテル鹿児島

【観光施設】 

 ①維新ふるさと館 

 ②桜島ビジターセンター 

 ③桜島旬彩館（物産館） 

 ④湯乃平展望台 

 ⑤武家屋敷 

 ⑥知覧特攻平和記念館 

 ⑦指宿砂蒸し風呂（道中

池田湖菜の花スポット

巡り） 

【宿泊施設】 

 加賀屋「虹と海」 

【観光施設】 

 ①能登空港見学 

 ②能登ワイン工場見学 

 ③ボラ待ちやぐら見学 

 ④のとじま水族館 

 ⑤能登島ガラス美術館 
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２.２.２ 事業の実施結果

（１）NPO 法人 いわき自立生活センター

 １）取組の経緯

 障がい者の生活を支援する活動として、カウンセリングや介助者の派遣事業等に取り組むなかで、

自立した生活を支援するだけでなく、障がい者が生活を「楽しむ」という観点に立った支援・サー

ビスの必要性を感じ、障がい者の旅行を支援するユニバーサルツーリズムの取組を開始した。

 もともと、障がい者が旅行をする際の介助者派遣や、近年では被災地研修ツアーの受入実績があ

るなかで、地域の様々な団体と連携を図りつつ障がい者の旅行を受け入れ、また、いわきから障が

い者が旅行に出かけられるよう支援することができれば、更に障がい者の生活の幅が広がるとの考

えからユニバーサルツーリズムに取り組むこととなった。

 ２）本事業での取組内容および実施結果

  ①協議会の開催

 ユニバーサルツーリズムの受入拠点としての取組を開始するにあたり、地域関係者とのネットワ

ークが不可欠であることから、本事業において協議会を組成し、事業期間中2回の開催を通じ、関

係者と連携しつつ事業に取り組んだ。 

 協議会メンバーには、行政関係者としていわき市の観光セクション、観光関係者としていわき観

光まちづくりビューロー、地域の福祉団体2団体が参画した。また、本事業のアドバイザーである

神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表 鞍本長利氏にも参加いただき本事業全体を通じて助言

をいただきつつ取組を進めた。 

 選定組織は、もともとが障がい者自立支援を主業務とする福祉系組織であり、本事業以前は観光

関係者との接点がほとんど無い状態であったが、本協議会を通じてこれらの関係者と継続して連携

を図ることとなった。 

  ②観光施設等のバリアフリー調査

 選定組織が今後受入拠点として取り組んでいく上での基本的な役割は、観光困難者からの問い合

わせや相談への対応および旅行者への支援となる。これらに適切に対応するためには、地域内の観

光施設、宿泊施設、飲食店等のバリアフリー状況（バリア状況）の調査等、地域の情報を収集およ

び蓄積することが必要となる。

 そのため本事業においても地域の宿泊施設 27 箇所、観光施設 28 箇所、交通機関（市内の JR

特急停車駅）5箇所の計60箇所についてのバリアフリー調査を実施した。 

 ユニバーサルツーリズムに対応した地域の施設等の大規模な

バリアフリー調査としては、本事業が初の試みであったことか

ら、バリアフリー調査の第 1 段階として、「時間のかかる数値

データ等の詳細な調査ではなく、地域の施設等を数多く訪問し、

地域のネットワークづくりを重視すること」、「高齢者・障がい

者がどの程度の設備を利用できるかを目で判断すること」、「施

設担当者との情報交換・協力体制づくりを図ること」等のアド

バイザーの指導に基づき調査を開始した。
図４ 施設のバリアフリー調査の様子 
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 まず電話での調査依頼から始め、施設を訪問し、ユニバーサルツーリズムの趣旨を説明し、改め

て協力を依頼した上で、バリアフリー設備の状況や高齢者・障がい者が施設を利用することの可否

について確認・調査を実施した。

 対象地域ではユニバーサルツーリズムの浸透が低く、調査開始当初は「障がい者」や「バリアフ

リー調査」という言葉に反応し、警戒心から調査を断られるケースも多々あったが、趣旨を丁寧に

説明するとともにハードだけではなくソフト面の確認が主体のヒアリングであること等を伝えるこ

とで調査の受入率が増加した。

 本調査をきっかけに、これまで検討していなかった介助犬の同伴や刻み食の提供について検討を

始めた施設もあり、調査活動自体がユニバーサルツーリズムの普及に寄与することが確認された。

  ③バリアフリー情報の発信

 施設等のバリアフリー調査結果を、観光困難者へ提供するため、本事業では専用ホームページ（い

わきユニバーサル観光ガイド）および冊子（いわきバリアフリーマップ）を作成し、利用者に向け

た情報発信を実施することとした。

 専用ホームページおよび冊子への掲載内容は、調査結果に基づき、バリアフリー情報、施設の住

所・連絡先、各施設のホームページ情報による構成とした。冊子は関係する観光団体や福祉団体等

に配布し、観光困難者への有益な情報源として活用するとともに、旅行者に対する安心感の提供に

つなげた。

専用ホームページ（いわきユニバーサル観光ガイド）   冊子（いわきバリアフリーマップ） 

図５ 専用ホームページ、冊子によるバリアフリー情報の発信 

  ④ユニバーサルツーリズムの先行地域の視察研修

 受入拠点として、利用者からの問い合わせや相談対応に必要となるスキルや、地域ぐるみでのユ

ニバーサルツーリズムの受入体制を学ぶため、神戸ユニバーサルツーリズムセンターをはじめとす

る先行地域への視察研修を行った。

 訪問先の一つである神戸では、実際に神戸ユニバーサルツーリズムセンターにおいてサービスと
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して提供されている、旅行コンシェルジェ（車いす利用の障がい当事者による市内の観光案内）を

利用することで、地元に精通した車いす使用者による観光案内の安心感を確認するとともに、「現地

のネットワークで安心・安全な旅行を提供する」という受入拠点の意義を、体験を通じて認識する

ことができた。

  ⑤モニターツアーを通じた旅行業者や地域関係者等との連携

 本事業では、旅行業者（クラブツーリズム）と連携し、モニターツアーを実施した。旅行の企画

段階から旅行業者の相談を受け、旅行業者がバリアフリーツアーの造成に必要な宿泊施設や観光施

設、バリアフリー状況等の情報提供を試行錯誤しながら行い、旅行業者側の現地施設との打合せ等

にも同行することで旅行業者側が必要とする情報を学ぶことができた。

表４ モニターツアー催行の様子（いわき） 

スパリゾートハワイアンズのショーを鑑賞 アクアマリンふくしまでの観光 

大型のリフト付きバスで移動 いわき防災・減災の学び（みんぷく） 

 また、モニターツアー中の現地サポートや入浴介助等を通じ、旅行者に「あせらず、ゆったりと

した時間を過ごしてもらう」ための配慮等の観光案内時に必要となる旅のノウハウを確認すること

ができた。今後、いわきの受入側の勉強会を開催する等、地域関係者との更なるネットワーク構築、

人材育成についても検討していく予定である。

 ３）取組を通じた知見および課題

  ①地域のネットワークづくり

 いわき自立生活センターは、「ユニバーサルツーリズムに関する取組が初期段階にある組織」とし

て選定された組織であり、地域関係者とのネットワークづくりは最も重要なテーマのひとつであっ

た。
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 協議会等を通じて地域関係者との連携を図ったが、そのなかでもとりわけ、地域の情報集積・発

信地でもある行政機関との連携が必要不可欠であるとの考えから、いわき市（観光交流課）とは密

に意見交換等を実施した。

 結果として、今後の事業展開の必要性に応じて相互に連携した取組を推進していくための一定の

関係は構築できたものの、具体的な取組内容や連携方法を確立するまでにはいたらなかった。今後

は、本調査を通じて構築した関係団体や各施設との継続的な関係を保ちつつ、地域全体のネットワ

ークづくりを拡充していくことが重要となる。

  ②組織の構築および人材育成

 本組織は、以前より障がい者自立支援に取り組んでいる組織が新たにユニバーサルツーリズムに

対応した事業を実施する形態であった。類似の形態のパイロットケースとしては、神戸ユニバーサ

ルツーリズムセンターがあり、本事業においてもアドバイザーとして参画いただいたことで取組内

容の具体的なイメージが掴みやすかったものと考える。

 神戸での視察研修等を通じ、障がい当事者自身がユニバーサルツーリズムの運営に携わり、旅行

の情報発信や事前打合せから受入までの業務を障がい当事者に任せることで障がい者の雇用促進に

も繋がることを改めて確認し、本組織においても当該地域固有の事情も踏まえつつ、望ましい方法

を今後も継続的に検討していくこととしている。

 一方で、今後事業を継続的していくための体制・人材・費用等について、具体的な方向性を見出

すには至っておらず、これらを確立してくことが今後の大きな課題である。
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（２）NPO 法人 チャレンジド就労支援ネットワーク e ワーカーズ鹿児島

 １）取組の経緯

 障がい者の就労支援に取り組む NPO 代表者が、障がい者の私生活に関わっていくなかで、障が

い者が利用できる飲食店がきわめて少ないことを知り、観光に関する高齢者・障がい者への情報提

供の必要性を認識したことをきっかに、障がい者の自立には就労支援だけではなく、余暇支援も必

要であるということを認識し、ユニバーサルツーリズムの取組を開始することとなった。 

 平成 24年度より、鹿児島県の助成金事業に採択され、バリアフリー調査、情報発信等のバリア

フリー観光推進事業を開始し、約8か月の事業を経て、電話対応によるバリアフリー観光相談窓口

を開設した。 

 ２）本事業での取組内容および実施結果

  ①協議会の開催

 ユニバーサルツーリズムの受入拠点としての取組を開始するにあたり、地域関係者とのネットワ

ークが不可欠であることから、本事業において協議会を組成し、事業期間中2回の開催を通じ、関

係者と連携を少しずつ強化・拡大しながら事業に取り組んだ。 

 第 1回協議会は観光地が広域に及ぶ鹿児島地域の特徴を踏まえ、鹿児島各地の地域振興局（鹿児

島地域、南薩地域、姶良・伊佐地域）や旅行業協同組合等でメンバーを構成し、本事業において、

広く協力体制を図ることができるよう協議会で働きかけた。 

 第 2回協議会では、第1回協議会後に連携を広げた地域関係者を加え、さらに、本事業のアドバ

イザーでもある伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長 中村元氏にも参加いただき、本事業で

見えた課題や改善点について協議するとともに、次年度以降への地域全体での受入体制強化に向け

て連携を図った。 

  ②観光施設等のバリアフリー調査

 地域の相談センターとして、利用者の満足度の高い対応を行うため、問い合わせに対応できる正

確な施設情報の収集が必要であった。

 そのため、本事業においても、地域内の観光施設、宿泊施設、飲食店等におけるバリアフリー対

応状況等に関する調査を行ない、地域の情報を収集した。また、鹿児島は非常に広域な観光地であ

るため、県内6地域にモデルコースを設定し、地域の宿泊施設7箇所、観光施設32箇所、交通機

関8箇所、トイレ3箇所、飲食施設6箇所の計56箇所についてのバリアフリー調査を実施した。

【調査した６地域のモデルコース】 

①鹿児島市内コース（4カ所）、②桜島コース（9カ所）、③霧島コース（5カ所） 

④南薩コース（14カ所）、⑤屋久島コース（13カ所）、⑥奄美大島コース（11カ所） 

（県内6地域のコースで、計56ヶ所の調査を実施） 

 調査の実施にあたっては「一般的な情報からバリアフリー対応状況まで、施設のすべてを知るこ

と」、「観光客のニーズを理解すること」、「地域関係者（観光協会やホテル、旅館、観光施設等）と

の協力体制の構築」が必要であるというアドバイザーの意見を踏まえ、調査を実施した。 
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  ③バリアフリー情報の発信

 本事業で実施したバリアフリー調査結果を、観光困難者へ情報提供するため、情報誌（五感で感

じる鹿児島の旅）と専用ホームページ（鹿児島バリアフリー観光）による情報発信を実施すること

とした。

 情報誌は、調査を実施した施設を中心としたモデルコースを掲載し、「点」ではなく、「面」で地

域を PR することとした。また、観光困難者に見てもらいたい情報誌として、障がい者目線でのコ

メントの掲載や、五感アイコンを活用した紹介、移動ルートにトイレマークを掲載する等の工夫を

した。情報誌で説明しきれない情報（観光施設の詳しい内容等）については専用ホームページに情

報を集約し、必要な情報を手に入れられる環境を整備した。 

 情報誌は本事業で協力を得た各地域のネットワークおよび鹿児島県内の観光関係者に配布すると

ともに、ユニバーサルツーリズムを促進する県外の団体等にも配布し、鹿児島への旅行者誘致に繋

げている。

図６ 情報誌、専用ホームページによるバリアフリー情報の発信 

  ④調査員研修

 受入拠点として、観光困難者等からの問い合わせや相談に対応していく上で必要となる情報につ

いて、有効な調査内容、適切な調査手法等を学ぶため、先行地域である伊勢志摩バリアフリーツア

ーセンターの講師を招き、座学および実技による調査員研修を行った。

 調査の目的や必要性を学ぶことで調査員の調査に対する取組意識を変化させるとともに、情報が

欲しいのは旅行を楽しみにしている旅行者であり、「旅行者それぞれの状態と希望を基準としてバリ

アフリーを考える」ということの必要性を認識することができた。

  ⑤スタッフ研修

 受入拠点としての体制の整備、問い合わせに対する利用者の満足度向上のため、対応についての

スタッフ研修を先行地域である伊勢志摩バリアフリーツアーセンターへの視察研修を通じて実施し

情報誌（五感で感じる鹿児島の旅） 専用ホームページ（鹿児島バリアフリー観光） 
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た。

 バリアフリーのおもてなしを実践している施設の視察や、先行地域が実際に施設等へ行ったアド

バイス事例を学習することで、鹿児島地域に置き換えた場合における対応についても考えることが

でき、スタッフの受入対応の向上に繋がった。

  ⑥勉強会開催

 鹿児島は国内における主要観光地でありながら、バリアフリー等について、積極的に取組が進ん

でいない地域であった。観光困難者へのおもてなしを学び、機運向上を図るため、「鹿児島」、「指宿」

の2地域でおもてなし勉強会を開催した。

 元アテンドナースとして様々な観光困難者との旅行に携わってきた経験を持つ講師の下、ユニバ

ーサルサービスについての座学と障がい者の模擬体験をする実技を体験し、勉強会参加者のユニバ

ーサルツーリズムについての意識向上に貢献することができた。

  ⑦モニターツアーを通じた旅行業者や地域関係者等との連携

 本事業では、旅行業者（エイチ・アイ・エス）と連携し、モニターツアーを実施した。旅行実施

に至る過程のなかで、両者が持つ情報を交換しながら、コースや宿泊施設の選定を行い、必要に応

じて地域側が情報収集のための下見を行った。

 モニターツアーでは、参加者の声を直接伺うとともに、旅行業者がツアー実施の際に必要な情報

等を学ぶことができた。また、鹿児島の特徴でもある温泉をツアー行程に組み入れる場合、介助に

人手を要するため、人的サポート体制の重要性を確認できた。

表５ モニターツアー催行の様子（鹿児島） 

大型リフトバスの乗降 湯乃平展望台で鹿児島を一望 

桜島旬菜館で買い物 指宿での砂蒸し風呂体験後の入浴 
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 ３）取組を通じた知見および課題

  ①地域のネットワークづくり

 e ワーカーズ鹿児島は、南北 600 キロに観光地域が及ぶ広域な鹿児島県全域を対象としたバリ

アフリー相談センターを目指していることから、広域な地域に及ぶ関係機関および観光事業者との

連携体制を構築することが重要であった。

 本事業では、まずは県単位で協議会をつくり協力体制を構築し、次いで各地域に市町村や地元の

観光協会等で構成する小さな協議会をつくったことで、円滑に多くの協力体制を築くことができた。

小さな協議会は、地域の情報収集や調査先への協力依頼を実施し、実際に小さな協議会のメンバー

が調査に同行した地域もある。

 本事業を通じ、昨年度までバリアフリー観光に取り組んでいなかった地域や認識のなかった地域

に対して理解を広めることができ、次年度の活動に繋がる動きもある。今後も継続して連携を深め

ていくことが必要であると同時に、本事業でネットワーク構築できなかったその他の地域について

もネットワークを拡充していくことが今後の課題である。

  ②組織の構築および人材育成

 e ワーカーズ鹿児島は、障がい者の就労支援に取り組んでいた団体であるため、観光に関する情

報や知識が不足しており、利用者からの問い合わせに対して十分な回答ができない等、観光への対

応ができていなかった。 

 本事業を通じ、先進地の視察や調査員研修等を実施し、具体的に相談センターとして必要な情報

や相談対応、アドバイスについて学んだことで、スタッフのスキルアップを図ることができ、地域

の相談センターとしてのノウハウを身に付けることができた。

 今後更にバリアフリー観光の取組を拡大し、鹿児島のバリアフリー相談センターとして運営して

いくためには、更なるスタッフの教育が不可欠であり、今後も継続して人材育成を行うことで相談

センターとしてのスキルアップを図っていくことが必要である。

 また、人材育成にあたっては、人件費の確保等も必要であり、運営資金調達のための施策（観光

施設や宿泊施設等へのバリアフリーアドバイス料の徴収や調査費の有料化等）についても今後検討

していく必要がある。 
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（３）NPO 法人 石川バリアフリーツアーセンター

 １）取組の経緯

もともと塗装業を営み、障がい者の自立支援もライフワークのひとつとしていた現理事長が、全

国各地のユニバーサルツーリズムに取り組む関係者との交流を通じ、観光立県石川におけるユニバ

ーサルツーリズムの取組の遅れを知り、バリアフリーツアーセンターの立ち上げを決意した。

高齢者・障がい者、妊婦等の支援が必要な人たちへの石川県の観光案内窓口として、安心して旅

行できるようにサポートすることを目的に、石川バリアフリーツアーセンターを設立した（平成２

4年より任意団体として準備を始め、平成25年にNPO法人として認証）。

 ２）本事業での取組内容および実施結果

  ①協議会の開催

受入拠点の強化を図るにあたり、地域関係者が参加する協議会を組成し、事業期間中2回の開催

を通じ、関係者と連携して事業に取り組んだ。

協議会は、石川県内でも立地の関係で対応が手薄になりがちな能登地域を対象地と設定したため、

石川県の観光部局や、県の旅館協会、社会福祉事業団といった県レベルの団体に加え、輪島市観光

協会、能登空港関係者、能登地域の福祉団体等により構成した。さらに、アドバイザーとして、伊

勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長 中村元氏、バリアフリーネットワーク会議代表 親川修

氏にも参加いただき、本事業全体を通じて助言をいただきつつ取組を進めた。

本協議会の成果として、石川バリアフリーツアーセンターと能登空港の協働により、能登空港で

の車いす貸し出しサービスの実現に向けて具体的に検討を進めることとなった。また、本協議会を

今後もネットワーク構築に向けた協議の場とし、継続して開催することが決まった。

  ②観光施設等のバリアフリー調査

能登地域を中心とした石川県の58施設に対し、バリアフリー調査を行った。施設の種類別の内

訳は、宿泊施設 34カ所、観光レジャー施設 7カ所、交通機関 2カ所、飲食店 8カ所、物販施設

7カ所である。調査内容は各施設によって異なるが、基本情報として下記のバリアフリー設備の有

無を調査した。 

【バリアフリー調査の内容】 

障がい者用駐車場、入口および通路の段差（解消方法）、多目的トイレ、エレベーター、 

室内車いす対応トイレ、車いす貸出、便器の種類、シャワーチエア、ユニバーサルシート、 

オストメイト対応トイレ、貸切り風呂、特別食対応 等 
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表６ バリアフリー調査の様子 

当事者のスタッフが調査を実施 施設側の担当者も調査に同行 

  ③バリアフリー情報の発信

バリアフリー調査で収集した情報を全国の観光困難者に広く発信するために、全国バリアフリー

観光推進機構のホームページ「全国バリアフリー旅行情報」の石川県のページにて、情報発信を行

った。

図７ 日本バリアフリー観光推進機構ホームページでの情報発信

日本バリアフリー観光推進機構ホームページでの掲載内容は、調査結果に基づき、バリアフリー

情報、施設の基本情報（住所、電話番号、施設のホームページ、アクセス等）および観光の視点か

らの施設紹介となっており、情報収集の目的が観光であることを意識した内容となっている。

  ④ユニバーサルツーリズムの先行地域の視察研修

ユニバーサルツーリズムの受入拠点として、バリアフリー調査や利用者対応についてのスキルと

知識を備えた人材を育成するため、先行地域である伊勢志摩バリアフリーツアーセンターおよび沖

縄バリアフリーツアーセンターにて視察研修を行った。

伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの研修では、バリアおよびバリアフリー調査の実施方法や

センター利用者への対応方法等について学び、バリアも含めた施設の正確な情報提供の重要性や、

センターの役割の重要性を認識することができた。
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沖縄バリアフリーツアーセンターの研修では、那覇空港や国際通りに設置されたセンターにおけ

る活動や利用者への対応方法等を学び、那覇空港での車いすやベビーカーの貸出、国際通りにおけ

る荷物一時預かり、センターの人員配置方法等、石川バリアフリーツアーセンターでも参考となる

ノウハウを得ることができた。

  ⑤バリアフリー観光セミナーの開催

 本事業の対象地域である能登地域および石川県全体でのユニバーサルツーリズムの認知度を高め、

普及・促進を図るため、バリアフリー観光セミナーを開催した。 

 第 1 回セミナーは、能登地域（和倉温泉）にて開催し、沖縄バリアフリーツアーセンター 親川

理事長を講師として招き、沖縄バリアフリーツアーセンターの取組の紹介、バリアフリー実地調査

および研修を行った。地域の自治体、観光協会、社会福祉団体、宿泊施設、観光施設等から計 50

名が参加した。 

図８ 第１回バリアフリー観光セミナーの様子 

 第 2 回セミナーは、金沢市内にて開催し、日本バリアフリー観光推進機構 中村理事長を講師と

して招き、バリアフリー観光の必要性や取組内容について講演いただいた。県や金沢市の行政関係

者、社会福祉協議会や社会福祉団体、旅行業者、宿泊業者、飲食業者、交通事業者、建築業者等幅

広い分野から計83名が参加した。 

図９ 第２回バリアフリー観光セミナーの様子

  ⑥モニターツアーを通じた地域関係者等との連携

受入拠点としての体制強化に向けて、実際に高齢者・障がい者を受け入れることによる当事者ニ

ーズの把握等を目的にモニターツアーを実施した。モニターツアーは地域のネットワークによる地
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元在住者を対象とし、七尾市を拠点に１１の福祉施設を展開する社会福祉法人と協働し、施設利用

者の中から車いす使用者１名、杖使用者２名の計３名により実施した。 

表７ 石川におけるモニターツアーの概要 

項目 内容 

テーマ 奥能登グルメとのとじま水族館をめぐる旅 

実施日 平成26年 1月 9日（木）～10日（金） 

参加者 ・青山彩光苑：4名（当事者3名（車いす1名、杖2名）、 

施設管理者1名） 

・石川バリアフリーツアーセンター：4名 

・アドバイザー（親川氏）：1名 

行程 ＜1日目＞ 

青山彩光苑 ⇒ 能登空港見学 ⇒ セミナーハウスやまびこ（能

登丼の昼食） ⇒ 能登ワイン工場見学 ⇒ ボラ待ちやぐら見学 

⇒ 加賀屋・虹と海（宿泊） 

＜2日目＞ 

加賀屋・虹と海 ⇒ のとじま水族館 ⇒ 能登島ガラス美術館 

⇒ 青山彩光苑（解散） 

 本モニターツアーを通じて、高齢者・障がい者に旅行中の様々な場面でさりげなく必要なサポー

トを行なうことの難しさを再認識した。専門的な知識を習得することに加え、相手を思いやる心な

ど接遇の基本をおさえて誰もが取り組むことができるようにするための「マニュアル」の必要性を

実感し、今後作成について検討することとなった。 

表８ モニターツアー催行の様子（石川） 

能登空港の売店でお買物 能登ワイン工場での見学とワインの試飲 

のとじま水族館での観光 リフト付きワゴン車の乗降 
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 ３）取組を通じた知見および課題

  ①地域のネットワークづくり

 石川バリアフリーツアーセンターは、これまでは拠点のある金沢市を中心に活動してきたが、広

域な石川県全体の受入拠点を目指すため、県全域の関連情報を把握しておく必要があり、そのため

には県内各地の関係者とのネットワークを構築する必要があった。

本事業では、活動範囲の拡大を目指し、能登地域を中心にバリアフリー調査を実施するとともに、

バリアフリー観光セミナーを開催する等ネットワークづくりに取り組んだ。

 結果として、新たに能登地域の関係者とも良好な関係を構築することができ、さらに、これまで

活動の中心であった金沢地域の関係者とのネットワークもより深まった。一例として、本事業でネ

ットワークを構築した能登空港とは、空港利用者（高齢者・障がい者）への「車いすのレンタル」

の実施に向けた具体的な検討を継続している。

 今後は、本事業での取組を更に発展させ、石川全県の各地域の関係者とのネットワークづくりを

進めていく必要がある。

  ②組織の構築および人材育成

 石川バリアフリーツアーセンターは、設立当初（平成 25 年 5 月）、現理事長の仕事の関係者で

ボランティアに興味のある人に声がけをすることでスタッフを募集し、2名のスタッフで取組を開

始した。 

 本事業において精力的に取組を進めた結果、平成25年 12月末時点では、センタースタッフは

常勤・非常勤合わせて13名に増加した。 

 スタッフが増加した分、取組に対する考え方や、知識・スキルの共有を進める必要があり、本事

業の視察研修等を通じで学んだ内容をいかにスタッフに展開させていくかが課題である。同様に増

加したスタッフの人件費等センター活動費の継続的な確保も課題であり、車いすやベビーカーの貸

出や協賛企業の募集等による自主財源の確保、行政との連携をより一層深めバリアフリー観光に関

係した事業化等、継続的な活動費の確保策を検討していく必要がある。

 今後も継続的にバリアフリー観光に関する研鑽を進め、地域のバリアフリー観光に関する総合コ

ンサルタントとしての地位を確立し、行政や施設等に対して、高齢者・障がい者の受入や施設のバ

リアフリー化に関するアドバイスができるようにセンタースタッフのスキルアップを図ることが必

要である。
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２.２.３ 事業の実施成果

 本事業において選定した3組織の事業の実施成果について表９に示す。 

表９ 選定地域における事業の実施成果のまとめ 

団体名 

①NPO 法人 

いわき自立生活センター 

②NPO 法人 

チャレンジド就労支援ネット

ワーク e ワーカーズ鹿児島

③NPO 法人 

 石川バリアフリーツアー 

 センター 

バリアフリー

調査 

・宿泊施設27箇所 

・観光施設28箇所 

・交通機関5箇所 

【計 60施設】

・宿泊施設7箇所 

・観光施設32箇所 

・交通機関8箇所 

・トイレ3箇所 

・飲食施設6箇所 

【計 56施設】

・宿泊施設34箇所 

・観光施設7箇所 

・交通機関2箇所 

・飲食施設8箇所 

・物販施設7箇所 

【計 58施設】

バリアフリー

情報の発信 

・専用ホームページ（いわき

ユニバーサル観光ガイド）、

冊子（いわきバリアフリー

マップ）での情報発信 

・専用ホームページ（鹿児島

バリアフリー観光）、冊子

（五感で感じる鹿児島の

旅）での情報発信 

・全国バリアフリー観光推進

機構のホームページ「全国

バリアフリー旅行情報」の

石川のページにて情報発信

関係者ネット

ワーク 

・いわき市（観光交流課）と

の意見交換等を実施 

・県単位の協議会および各地

域の市町村や観光協会等か

らなる協議会を作り、地域

のネットワークを拡大 

・バリアフリー調査およびバ

リアフリー観光セミナーの

開催を通じて地域のネット

ワークを拡大 

・金沢市観光協会ホームペー

ジに石川バリアフリーツア

ーセンターのバナーを掲載

その他 

（ 組 織体制

等） 

・今後、日本ユニバーサルツ

ーリズム推進ネットワーク

に加入予定

・今後、日本バリアフリー観

光推進機構に加入予定 

・常勤・非常勤合わせて2名

だったスタッフが、本事業

を通じて13名に増加 

（平成26年3月現在） 
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２.３ 地域の受入体制強化のためのマニュアル作成

 ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり（バリアフリー観光地づくり）を進める上では、

地域の観光に関連したバリアおよびバリアフリー情報の収集、発信等を行い、行政や地域の観光、

宿泊、移送、福祉等の関係者とネットワークを持つことにより、旅行者や旅行業者からの問い合わ

せや相談に適切に対応することができる窓口機能を有する組織づくり（受入拠点づくり）が重要と

なる。

 このようなユニバーサルツーリズムに対応した観光地づ

くり（バリアフリー観光地づくり）に資する、「受入拠点づ

くり」について、本事業において選定した3組織や先行事例

における取組内容をもとに、地域（観光地）の受入拠点づく

りに取り組む NPO、観光・福祉等の関係組織、自治体等の

参考となるよう、受入体制の構築・継続に必要となる手法を

マニュアルとして取りまとめた。

 マニュアルは、受入拠点づくりを進める上でのポイントや

手順について事例を紹介しつつ掲載した。また、地域（観光

地）の状況や取組の熟度に応じて参照できるよう、受入拠点

づくりの手順を取組のステップ毎に整理した。巻末には、先

行的に取り組む地域（観光地）の取組を事例集として掲載し

た。

表１０ マニュアルの構成 

項目 内容 

１．地域（観光地）におけるユ

ニバーサルツーリズムの受

入拠点づくりの必要性

１-１ ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり（バリアフリー観光地

づくり）の必要性

１-２ 地域（観光地）における受入拠点づくりの必要性

１-３ 受入拠点づくりを進める効果

２．地域（観光地）の受入拠点

を担う組織

・受入拠点づくりを担う組織の設立経緯の事例 等

３．受入拠点づくりを進めるポ

イント、手順

  （表１１に詳述）

STEP１ 取組の検討

STEP２ 組織の立ち上げ

STEP３ 取組の開始

STEP４ 取組の継続

STEP５ 取組の発展

４．受入拠点を担う組織の取組

事例の紹介

４-１ 伊勢志摩バリアフリーツアーセンター

４-２ 神戸ユニバーサルツーリズムセンター

４-３ 平成２５年度観光庁「ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関する調

査」における選定組織

(１)石川バリアフリーツアーセンター 

(２)チャレンジド就労支援ネットワークeワーカーズ鹿児島 

(３)いわき自立生活センター

図１０ 作成したマニュアル 

（全３２頁／観光庁ホームページにて公開）

［https://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000204.html］
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表１１ マニュアルにおける「受入拠点づくりを進めるポイント、手順」の内容 

項目 内容 掲載事例 

STEP１

取組の検討

(1)関係者の意識付け ・日本バリアフリー観光推進機構 

・石川バリアフリーツアーセンター 

(2)組織形態等の検討 － 

STEP２

組織の立ち上げ

(1)組織の立ち上げ ・石川バリアフリーツアーセンター 

・チャレンジド就労支援ネットワークeワーカーズ鹿児島

・いわき自立生活センター 

(2)地域（観光地）の受入拠点に求

められる人材、体制 

－ 

STEP３

取組の開始

(1)地域内の必要な情報収集およ

び調査 

・チャレンジド就労支援ネットワークeワーカーズ鹿児島

・いわき自立生活センター 

(2)地域内で連携が必要なサービ

ス提供者等との協働体制の構

築、連携手法 

・伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

・神戸ユニバーサルツーリズムセンター 

・バリアフリーネットワーク会議 

・静岡県ユニバーサルツーリズム推進連絡会 

(3)情報発信 ・伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

・神戸ユニバーサルツーリズムセンター 

(4)旅行者（当事者）、旅行業者等

からの相談対応 

・伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

・チャレンジド就労支援ネットワークeワーカーズ鹿児島

(5)運営に必要な安全管理手法 － 

STEP４

取組の継続

(1)地域内における関係者との連携拡

大 

－ 

(2)受入体制の向上と強化策 ・伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

・神戸ユニバーサルツーリズムセンター 

(3)発地側（旅行業者等）との連携 － 

(4)運営費の確保 ・伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

・神戸ユニバーサルツーリズムセンター 

・バリアフリーネットワーク会議 

STEP５

取組の発展

(1)活動領域の拡大 ・石川バリアフリーツアーセンター 

(2)組織の強化策 ・神戸ユニバーサルツーリズムセンター 

(3)他地域とのネットワーク構築 ・日本バリアフリー観光推進機構 

・日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク 
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３．旅行商品の供給促進に向けた検討

 平成 24年度の調査より、ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の数は、その需要（潜在

需要も含めた）に対して十分とはいえず、取り組む旅行業者の拡大（旅行商品の供給促進）の必要

性が示唆された。 

 ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の供給が進まない要因として、旅行業者に「ユニバ

ーサルツーリズムへの対応は難しい、出来ないといった抵抗感があること」、「重度の障がい者対応

といったユニバーサルツーリズムの一側面のみが着目されがちであること」、更には「旅行業界全般

として障がい者対応への理解・知識が不足していること」等が挙げられる。

 これらを踏まえ本事業では、ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の供給促進に向け旅行

業界の取り組むべき方向性について検討した。

３.１ 旅行商品の供給促進に向けた課題

（１）対応が「出来ない」「難しい」等のユニバーサルツーリズムに対する抵抗感の払拭

（２）一般の旅行への参加が困難だが、少し工夫をすることで参加出来る層に対応した旅行

商品の造成

（３）旅行業界全般に不足している障がい者に対する知識や教育の実施

ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の供給については、現状では、積極的に取り組んで

いる旅行業者は少ない。旅行商品の供給促進に向けては、上記のとおり大きく 3 つの課題があり、

それぞれの課題解決に向けた検討が必要になる。 

 （１）については、ユニバーサルツーリズムの一側面である重度の障がい者の方への対応が着目

されることが多いことから、旅行業者が「取り組めない」、「難しい」といった取組に対する抵抗感

を抱いており、これらを払拭していくことが必要である。

 （２）については、重度の障がい者だけでなく、旅程上の時間的な配慮や現地での少しのサポー

トで旅行に参加できる高齢者や軽度の障がい者も多くいることが考えられ、これらの層が参加でき

る旅行商品造成を促進することが必要である。

 （３）については、（１）、（２）からも分かるとおり、旅行業界全体として、障がい者に対する知

識や理解が不足していることが、ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品造成に対する消極性

につながっているものと考えられ、これらを解消することが必要である。
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３.２ 目指すべき方向性

ユニバーサルツーリズムに取り組む旅行業者を拡大し全体の底上げを図る 

 前節の課題に対し、ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の供給促進を目指す上ではその

方向性として、旅行商品を造成する旅行業者の数を増やすこと、それにより業界全体としての底上

げを図ることが重要であると考えられる。

３.３ 旅行業界の取り組むべき方向性

（１）ユニバーサルツーリズムに対する認識と重要性の理解

   ①ユニバーサルツーリズムの対象者

   ②ユニバーサルツーリズムの重要性

（２）ユニバーサルツーリズムの取組を進めるための体制整備

   ①旅行業者において取り扱うユニバーサルツーリズムの検討

   ②体制整備、人材育成等

   ③旅行商品化

   ④旅行業者の取組に対する業界全体の支援

（３）利用者に対する情報発信

   ①バリアの見える化

   ②積極的な情報発信

 ユニバーサルツーリズムに取り組む旅行業者を拡大し、全体の底上げを図るにあたり、旅行業界

全体としての取組の方向性を検討した。以降に上記の各項目について詳述する。
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３.３.１ ユニバーサルツーリズムに対する認識と重要性の理解

（１）ユニバーサルツーリズムの対象者

✓ ユニバーサルツーリズムを難しく捉えず、「特殊な旅行ではないこと」を認識する 

  ・・・「ユニバーサルツーリズム＝重度障がい者の対応」という誤解 

  ・・・多数はサポート（介助）を必要としない人 

     （平成 24年度の伊勢志摩バリアフリーツアーセンターにおける相談732件のうち、

      ヘルパー（介助者）の要請は14件（全体の2％）） 

  ・・・高齢者・障がい者のみならず、妊婦、乳幼児連れの旅行も含む 

 ユニバーサルツーリズムは、重度の障がい者対応といった一側面のみが着目されがちであるが、

平成 24 年度の伊勢志摩バリアフリーツアーセンターにおける相談 732 件のうち、ヘルパー（介

助者）の要請は全体の問い合わせ件数のうち14件と全体の2%であったこと等、サポート（介助）

を必要としない旅行者も多い。また、ユニバーサルツーリズムの対象者には、高齢者・障がい者の

みならず、妊婦、乳幼児連れの旅行も含まれる。

 「ユニバーサルツーリズム＝重度障がい者の対応」という誤解の下、ユニバーサルツーリズムに

ついて難しく捉え、取組への抵抗感を感じている旅行業者が多いと考えられることから、まずはユ

ニバーサルツーリズムを難しく捉えず、対象者は幅広く「特殊な旅行ではないこと」を認識するこ

とが重要である。

・足腰が衰えてきた方
・杖が必要な方 等

・サポーター（介助者）を必要としない方
・家族によるサポートが可能な方 等

・サポーター（介助者）が必要な方
・医療的対応が必要な方 等

一般の
旅行商品

高齢者等対象の
旅行商品

軽度の障がい者対象の
旅行商品

重度の障がい者対象の
旅行商品

対象者
多い 少ない

取組のハードル
低い 高い

図１１ ユニバーサルツーリズムの対象と取組の困難さ 
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（２）ユニバーサルツーリズムの重要性

✓ 高齢化社会においてユニバーサルツーリズムへの取組は重要かつ対応は必須 

  ・・・高齢者人口は総人口の23％、今後10年で約1.23倍に増加 

  ・・・ユニバーサルツーリズムへの対応は、一般の旅行商品の質の向上にも繋がる 

 ユニバーサルツーリズムに取り組む旅行業者の拡大のためには、取組の重要性についての理解を

広めることが必要になる。高齢化に伴い、身体が不自由になる方が増えるため、高齢化社会におい

てユニバーサルツーリズムへの取組は重要かつ必須の事項である。

 図１２に示すとおり、現在６５歳以上の高齢者人口は3,190万人と総人口の25%であるが、総

人口の減少が見込まれるにもかかわらず平成 32 年には 3,612 万人と 1.13 倍に増加し、総人口

の 29%を占めるまでに至ることが見込まれている。そのため、ユニバーサルツーリズムへの対応

は旅行業者にとって重要な課題となるという認識を広めることが必要である。

 また、ユニバーサルツーリズムにおいて高齢者・障がい者の多様なニーズに合ったきめ細やかか

つ丁寧なサービスを提供することで、一般の旅行者へのサービスの向上にも繋がることが期待され

ることから、一般の旅行商品の質の向上にも繋がるといえる。

12 ,730万人
12,410万人
（0 .97）

10 ,728万人
(0 .84)

3,868万人
（1.21）

3,190万人

3,612万人
（1.13）

36%

29%

25%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

現在（2013年10月） 2020年 2040年

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

総人口（万人） 65歳以上人口（万人） 高齢化率（％）

出典：現在（2013年10月）の数値は国勢調査［総務省統計局］、 

将来の数値は日本と将来推計人口・出生中位（死亡中位）推計（2012年 1月推計）［人口問題研究所］

図１２ 日本の将来人口予測 
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３.３.２ ユニバーサルツーリズムの取組を進めるための体制整備

（１）旅行業者において取り扱うユニバーサルツーリズムの検討【第１段階】

✓ ユニバーサルツーリズムに対する意識改革・取組の理解 

 （取組の重要性の認識後） 

  ・・・経営判断、取組方針の決定 

  ・・・市場動向・特性の把握 

  ・・・ターゲットの検討・設定 

 個別の旅行業者においてユニバーサルツーリズムの取組を進めるにあたっては、第1段階として、

組織内でのユニバーサルツーリズムに対する意識の改革および取組の理解が重要である。

 具体的な進め方としては、まず、前項にあるユニバーサルツーリズムの取組の重要性を理解した

上で、組織内での経営判断を行い、取組方針の設定をすることが必要である。その上で、市場動向・

特性の把握を行い、例えば「高齢者・軽度の障がい者から取組を始める」等のターゲットの検討、

設定を行うことで、取組を具体に進めることが可能になる。

（２）体制整備、人材育成等【第２段階】

✓ 社員の教育、専門家の育成 

  ・・・JATA「ハートフル・ツアーハンドブック」の活用 

  ・・・障がい者対応（接遇等）に関する研修への参加 

✓ ユニバーサルツーリズムに対応する組織の検討・設置 

  ・・・相談窓口、専門部署の設置

ユニバーサルツーリズムの取組を進めるための体制整備の第2段階として、組織内の体制整備お

よび人材育成が必要となる。

社員の教育としては、一般社団法人日本旅行業協会（JATA）「ハートフル・ツアーハンドブッ

ク」の活用［参考１参照］、障がい者対応（接遇等）に関する研修［参考２参照］への参加が考えられ

る。

また、個別の旅行業者にユニバーサルツーリズムに対応する組織を設置することで、お客様や社

内からの相談窓口となり、専門知識の蓄積も可能になる。旅行業者における相談窓口、専門部署設

置の事例として、ANAセールス「ツアーアシストデスク」、クラブツーリズム「コミュニティ旅行

センター」、エイチ・アイ・エス「バリアフリートラベルデスク」等が存在する［参考３参照］。
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（参考１）一般社団法人日本旅行業協会（JATA）「ハートフル・ツアーハンドブック」について 

 ・旅行業者がユニバーサルツーリズムに取り組む上で最低限必要な知識や、高齢者・障がい者の

お客様に対応する際のポイント等が掲載されたハンドブックであり、社員教育等への活用が考

えられる。 

○「ハートフル・ツアーハンドブック」は、高齢者・

障がい者の旅行参加を推進するため、平成11年

に JATA バリアフリー旅行部会によって旅行業

者向けに発行された 

○ 発行以来、数度の改訂を経て、平成25年度にバ

リアフリー旅行の需要拡大の背景や現在の社会

環境に合わせ、より旅行業者が現場で実践しやす

いような内容に改訂された 

○ 掲載内容は「基礎編」、「応用編」、「資料編」の3

部に分かれており、旅行業者の取組のレベルに応

じて活用することができる構成となっている 

①基礎編 お客様対応の際に最低限注意すべきことを聞き取り、書き込む

ことができる「ハートフルシート」を掲載。シートは業務別（予

約相談時、手配時、現地オペレーション時）、傷病別に分かれて

いる（下図参照）

②応用編 傷病別の全般的な応対ポイントや留意点、過去に寄せられた

Q&Aを掲載

③資料編 理解を深めるための資料や実際の業務遂行に必要と思われる資

料として、障がいの種類・程度による介助者の目安、航空会社

へ提出する書類、バリアフリー新法などを掲載

○ ハンドブックはJATAホームページの会員ページにてダウンロードが可能

http://www.jata-net.or.jp/membership/ （ID・パスワードの入力が必要）

○ 「ハートフルシート」の例

【予約相談編】 【手配編】 【現地ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ編】
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（参考２）障がい者対応（接遇等）に関する既存研修等の事例 

 ・障がい者対応（接遇等）に関する既存の研修として、以下のような取組事例があり、旅行業者

の社員教育および専門家の育成等への活用が考えられる。 

表１２ 障がい者対応（接遇等）に関する既存研修等の事例 

名称（実施主体） 研修等の概要 

ユニバーサルマナ

ー検定 

（一般社団法人日

本ユニバーサルマ

ナー協会） 

○ 「介助」や「介護」ではない、「マナー」としての接遇文化を広める目的の

下、平成25年に開始された、接客研修に基づいた検定 

○ 準 3 級（Web テスト）、3 級（座学の研修後に検定試験）、2 級（座学の

研修に加え、現地研修の後に検定試験）の3つに分かれている 

準 3級 3 級 2 級 

内容 高齢化社会や障
がいについての
一般的な知識を
問い、ユニバーサ
ルマナー度の診
断を行う内容 

障がいとは何か、
なぜユニバーサ
ルマナーが必要
なのか等の入門
的な内容 

高齢者・障がいに
ついてのより深
い知識をつけ、実
技を通じて対応
の技術を習得す
る内容 

受講料 無料 5,000 円 15,000 円 

受講時間 10 分 2 時間 4 時間 30分 

実技研修 － － ○ 

検定試験 Web テスト 演習問題 筆記試験 

○ 知識や経験がなくても受験でき、低コスト・短期間でスキルを習得できる

ことが特徴。当事者が講師を務めるため、当事者の目線からの学習が可能

○ 観光、結婚式、レジャー等のサービス業を中心とした企業や、学校等で受

講されており、2 級については平成 25 年 8 月時点で 200 人の合格者が

いる 
出典：一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会ホームページ

http://www.universal-manners.jp/

サービス介助士 

（NPO 法人日本ケ

アフィットサービス

協会） 

○ サービス業全般に必要な「おもてなしの心」と「安全な介助技術」を学ぶ

民間資格 

○ 3 級（中高生向け）、準2級（在宅学習、試験）、2級（実技試験有り）の

3つに分かれている 

3 級 準 2級 2 級 

内容 「おもてなしの

心」と「基礎的な

介助技術」を学ぶ

中高生向けの内

容 

「おもてなしの

心」と「介助知識」

を学ぶ内容 

介助についての

より深い知識を

つけ、実技を通し

て介助をする側、

される側の体験

を学ぶ内容 

受講料 別途打合せ 20,000 円 38,000 円 

受講時間 複数あり 平均 2か月 平均 2か月 

課題提出 ○ － ○ 

実技研修 － － ○ 

検定試験 学校での試験 在宅試験 筆記試験 

○ 準 2級については、在宅、短期間で介助の心構えと知識を習得することが

可能。2 級については自宅学習に加え、2 日に渡る実技教習により集中し

て介助の技術を習得する 

○ 運輸、観光、レジャー等のサービス業を中心とした企業、大学・専門学校

等で受講されており、全国約 700 社の企業に導入され、2 級については

10万人以上の合格者がいる（平成25年 10月時点） 
出典：NPO法人日本ケアフィットサービス協会

http://www.carefit.org/carefit/
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トラベルヘルパー

養成講座 

（NPO 法人日本ト

ラベルヘルパー協

会） 

○ 介護技術と旅の業務知識を備えた「外出支援」の専門家（トラベルヘルパ

ー）を育成することを目的とした講座および検定試験 

○ 3 級（教材を使っての学習、課題提出）、準 2 級（介護旅行の基礎知識の

習得、実地研修）、2級（仕事として宿泊を伴う介護旅行に同行できるよう

になるまでの合宿研修）の 3つに分かれている（準2級、2級に関しては、

介護・看護系の資格取得者が対象） 

3 級 準 2級 2 級 

内容 日常での外出支

援、外での移動や

交通機関の利用

などを学ぶ内容 

仕事として外出

や日帰り旅行に

同行する際に必

要なトラベルヘ

ルパーサービス

を学ぶ内容 

仕事として宿泊

を伴う周遊型の

介護旅行に同行

できるスキルを

習得する内容 

受講料 29,800 円 82,000 円 184,700 円 

課題提出 ○ ○ ○ 

実技研修 － ○ ○ 

検定試験 在宅試験 筆記試験 

（要別途受験料）

筆記試験 

（要別途受験料）

○ 家族や身近な人を外出に連れて行きたい方（3 級）には在宅学習が可能。

準2級、2級については、観光地への日帰り研修や合宿研修を通じて、実

際の旅行を想定した研修を行う 
出典：NPO法人日本トラベルヘルパー協会

http://www.travelhelper.jp/
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（参考３）ユニバーサルツーリズムに対応する組織の設置を行っている旅行業者の事例 

 ・お客様や社内からの相談窓口としてユニバーサルツーリズムに対応する組織の設置をしている

旅行業者の事例を以下に示す。

○ANAセールス株式会社「ツアーアシストデスク」 

 一般のパッケージツアーに参加する高齢者・障がい者等、体の不自由な方を対象

とした旅行相談窓口を設置し、障がい者等からの問い合わせへの対応におけるノウ

ハウを蓄積している。また、社内の他部署からの問い合わせについても対応する。

 問い合わせから旅行の予約に結び付いた件数は、平成25年度は1,465件。１

日の問い合わせ件数は社内外から20件弱程。 

【ANAセールス「ツアーアシストデスク」ホームページ

http://www.ana.co.jp/travel/info/assist/index.html 】

○株式会社エイチ・アイ・エス「バリアフリートラベルデスク」 

 平成 14年にバリアフリー旅行専門部署を設置し、バリアフリー情報などのデー

タの共有、障がい者等への接遇対応、旅行商品造成などのノウハウの共有をするこ

とで社内の体制を強化。

 添乗経験の豊富な福祉・介護等の資格を持つスタッフが在籍していることが特

徴。聴覚障がい者専用の旅行相談窓口もあり、手話対応・筆談対応のできるスタッ

フが対応する。

【エイチ・アイ・エス「バリアフリートラベルデスク」のスタッフ】

どのようなサービスを

受けられるのかを説明
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（３）旅行商品化【第３段階】

✓ 社内の方針・体制に応じた旅行商品造成 

  ・・・一般の旅行商品への参加が困難になる高齢者等を対象とした商品 

  ・・・サポート（介助）を必要としない軽度の障がい者を対象とした商品 

  ・・・必要に応じてサポート（介助）を行う障がい者を対象とした商品 

  ・・・サポート（介助）、介護や医療的対応を伴う障がい者を対象とした商品

 体制整備、人材育成後の第３段階として、社内の方針や体制に応じたユニバーサルツーリズム対

応の旅行商品造成を進めることが必要となる。

 取組のタイプとしては、上記のようなパターンが考えられるが、各社の取組方針に応じた身の丈

に合った商品造成を進めていくことが重要となる。

表１３ 組織の方針・体制に応じた旅行商品の事例 

内容 特徴 

クラブツーリズム（株） 

・「ゆったり旅」 

・「バリアフリーの旅」

主に高齢者を対象とした「ゆったり旅」と、杖や車いす等を使用し旅行

をする障がい者等を対象とした「バリアフリーの旅」と、表記を使い分け

て旅行商品を展開 

・「ゆったり旅」：主に一般の旅行商品への参加が困難になる高齢者等を対

象とした商品 

70歳以上の体力に自信のない人向けの商品とし、長い距離は歩かず、

ゆったりとした旅を楽しむことをテーマとしている。障がい者対応

の「バリアフリーツアー」と一般の旅行商品の間を埋める商

品として、他社の大手旅行業者でも同様の取組が開始

・「バリアフリー旅行」：主にサポート（介助）を必要としない軽度の障が

い者および、必要に応じてサポート（介助）を行う障がい者を対象とし

た商品 

「旅をあきらめない」をコンセプトに、杖や車いす等を使用する方で

も参加できるツアーを紹介。専属でサポートする「トラベルサポータ

ー」やレンタル車いすの有料サービスも提供 

(株)エイチ・アイ・エス 

「バリアフリー旅なかま」 

主にサポート（介助）を必要としない軽度の障がい者および、必要に応

じてサポート（介助）を行う障がい者を対象とした旅行商品を展開 

車いす・杖利用者、体力に不安がある利用者、聴覚障がい者に対応し

た旅行商品シリーズを展開し、「旅なかま」商品に限定し、旅行介助ボ

ランティアサービスを提供。福祉、介護等の資格を持つ、バリアフリ

ートラベル専門デスクのスタッフが専任添乗員として同行する。 
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（４）旅行業者の取組に対する業界全体の支援

✓ 旅行業者へアドバイスやノウハウ提供を行う窓口（相談センター）の設置の検討 

  ・・・JATAバリアフリー旅行部会の拡充の検討 

  ・・・バリアフリー旅行ネットワーク等と連携したANTAにおける対応の検討 等 

✓ 旅行商品造成プロセス、障がい者のサポート方法等の指導 

  ・・・JATAバリアフリー旅行部会にて改訂した「ハートフルツアーマニュアル」の周知お

     よび活用方法に関する勉強会の開催 

  ・・・障がい者対応（接遇等）に関する研修の周知および参加の推奨 

  ・・・地域のNPO等が開催している勉強会の周知および参加の推奨 等 

✓ 国・旅行業界等による、ユニバーサルツーリズムに対応した人材育成プログラムの検討 

  ・・・有料制の研修やセミナーの実施による運営費の確保の検討 等 

✓ 将来的に、旅行商品の品質を確保するための認定制度を検討 

前述のような第1段階から第3段階までの各社個別の取組に加えて、ユニバーサルツーリズムに

対応した旅行商品を造成する旅行業者に対し、旅行業界全体から様々な形での支援が望まれる。

具体的な支援の方法として、相談センターの設置や障がい者対応に関する研修の実施、人材育成

プログラムが挙げられる。

 １）窓口（相談センター）の設置について

 ユニバーサルツーリズムに対応する旅行商品を造成する旅行業者が問い合わせをできるような窓

口（相談センター）を設置することによって、アドバイスやノウハウの提供を行うことが考えられ

る。この取組はユニバーサルツーリズムに取り組み始めたばかりの旅行業者には特に有効な支援と

なると考えられる。

 窓口（相談センター）を担う具体的な主体としては、JATAバリアフリー旅行部会の拡充等が考

えられる。

 ２）旅行商品造成のプロセス、障がい者のサポート方法等の指導

ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品造成のプロセスに関する支援や、障がい者に直接対

応する際のサポート方法等の指導については、既存のプログラムや研修の活用がまず考えられられ

る。

具体的には、JATAバリアフリー旅行部会にて平成26年3月に改訂した「ハートフル・ツアー

ハンドブック」の周知および活用方法に関する勉強会の開催や、障がい者対応（接遇等）に関する

既存プログラムの紹介および参加の推奨、地域の NPO 等が開催している勉強会の周知および参加

の推奨等が考えられる。



35 

 ３）国・旅行業界等による、ユニバーサルツーリズムに対応した人材育成プログラムの検討

 前項目の、既存の研修プログラム等の活用に加え、国・旅行業界等による、ユニバーサルツーリ

ズムに対応した人材育成プログラムの検討が望まれる。

 取組を進めるにあたっては、例えば、有料制の研修やセミナーを実施することにより運営費を確

保することの検討が必要になる。

 また、将来的にユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品が増加し、旅行商品の品質を確保す

る必要が生じた場合には、認定制度を検討することも考えられる。

３.３.３ 利用者に対する情報発信

（１）バリアの見える化

✓ 募集の対象とする層、ツアー行程や必要な配慮等、利用者への情報提供が必要な事項お

よび分かりやすい情報提供方法の実施 

  ・・・存在するバリアの情報を発信する「バリアの見える化」の実施 

  ・・・対象者、対応の可否の明確化

ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品の供給促進においては、旅行業者側に対する支援だ

けではなく、利用者側への働きかけとして、今まで旅行に（行けると思わずに）行っていなかった

利用者に対し、安心して利用していただけるような情報発信を行っていく必要がある。

 旅行商品の募集の対象とする層や、ツアー行程や必要な配慮等の分かりやすい情報提供が必要で

あり、また、利用者のニーズは多様なため、「バリアフリー」情報だけではなく、「バリア」の情報

を提供（バリアの見える化）することにより、利用者自身で自分に合う施設・サービスであるかを

判断していただくことが重要になる。

 旅行商品の対象者や提供可能な対応・サービスの明確化、「バリアの見える化」による情報提供を

行っている旅行業者の取組事例としては、クラブツーリズム株式会社の「ゆったり旅」や株式会社

エイチ・アイ・エスの「バリアフリー旅なかま」シリーズ等があり、旅行商品の募集の際に、募集

する対象者層や、提供する／しないサービスの内容等を明記し、旅行商品が自分に合うかどうかを

利用者側で判断できるような情報提供の工夫が見られる。
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（参考４）旅行者に分かりやすい旅行商品の情報提供の工夫を行っている旅行業者の事例 

○「ゆったり旅」における情報提供（クラブツーリズム(株)） 

ツアー行程（歩行時間など）、階段や坂道の有無など、参加者にとって必要な情報を整

理することによって「ゆったり度」を３段階で表示し、対象者を明示することで、旅行

者が自分に当てはまる旅行商品を選択できるような情報提供を実施。

【「ゆったり旅」における３段階の「ゆったり度」の情報提供】

○「バリアフリー旅なかま」シリーズにおける情報提供（(株)エイチ・アイ・エス） 

 旅行商品の対象者や提供サービスを明記し、バリアや対象者等の「見える化」により

分かりやすい情報提供を実施。また、アイコンを用い、利用者に分かりやすい形で商品

を周知。

【「バリアフリー旅なかま」の行程における提供サービス、サポート内容の見える化】

【「しゅわ旅なかま」におけるアイコン等を用いた対象者の見える化】

聴覚障がい者向けの商品であり、

手話が出来る添乗員の同行を明記

リフト付き車両を使用しないこと、

添乗員がサポートすることを明記

アイコンを用い、利用者に分かりや

すい形で商品を周知
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（２）積極的な情報発信

✓ ターゲット層への積極的な情報発信 

  ・・・高齢者関係団体、高齢者等入居施設への働きかけ 

  ・・・福祉関係団体、介護施設・支援センターへの働きかけ 

✓ 関係者の需要喚起 

  ・・・地域（観光地）と連携したモニターツアーの実施 

  ・・・家族、ケアマネージャー等のユニバーサルツーリズムへの参加

 高齢者・障がい者の中には、自分が旅行に行けるとは思っていない人がおり、潜在的なマーケッ

トが存在する。

 ユニバーサルツーリズムに対応した旅行商品について、分かりやすい積極的な情報発信により潜

在的なマーケットを掘り起こしていくことが重要となる。

 具体的には、例えば、高齢者関係団体、高齢者等入居施設、福祉関係団体、介護施設・支援セン

ター利用者等ターゲット層への積極的な働きかけが考えられる。さらに、地域の観光協会や行政等

と連携したモニターツアーを実施することも、地域の関係者の需要喚起において有効な手段の一つ

であると考えられる。

 また、高齢者・障がい者の旅行においては、家族やケアマネージャー等の関係者の存在も大きい

ため、それら関係者への情報発信による需要喚起も重要になる。
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３.４ 地域の受入拠点と旅行業者のあるべき関係

３.４.１ 地域と旅行業者の連携

地域と旅行業者の連携方法については平成24年度の調査の検討にもあるように、地域の施設等

と旅行業者が個別に連携するパターン、地域の受入拠点と旅行業者が連携するパターンがある。

地域の施設等と旅行業者が個別に連携するパターン（図１３）では、旅行業者がバリアフリーに

配慮したツアーを造成する場合、旅行業者が目的地に行き、宿泊施設、移動手段、観光地等のバリ

アフリー状況を個別に情報収集・調査し、企画に反映する。

また、観光困難者が参加する場合、旅行業者が参加者の状態・ニーズに対応し、必要な配慮やサ

ービスを地域に問い合わせ、情報収集し、手配、もしくは参加者へフィードバックすることとなる。

サポーター（介助者）が必要となる場合は、旅行業者に登録しているサポーター（介助者）を発

地から同行させるケースが多い。

 一方で、地域の受入拠点と旅行業者が相互協力し連携するパターンでは（図１４）、旅行業者にと

っては、時間、手間の軽減、地域にとっては、地域誘客、新しいビジネスに繋がる可能性がある。

また、サポーター（介助者）を地域に依頼することで、商品価格の低減に繋がる可能性があるとい

う利点がある。

図１３ 地域の施設等と旅行業者が個別に連携する例 

図１４ 地域の受入拠点と旅行業者が連携する例
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３.４.２ 地域の受入拠点との連携の方向性

 平成 24年度の検討では、受入拠点が出来ることで双方に生じるメリットと同時に、連携に際し

ての留意事項が確認された。

【地域の受入拠点と旅行業者の連携においての留意事項】 

（１）必要情報のマッチング／情報の精度

（２）顧客情報の提供／取扱

（３）旅行サービスの質の確保

（４）リスクと責任分担

（５）対価の支払い／考え方

 1 点目として、旅行業者、地域の受入拠点、双方のニーズにあった必要情報の精度を確保するた

めにどのような取組が必要であるかという点が挙げられた。 

 2 点目として、個人情報を含む顧客情報のやりとりに際し、どのような問題点があるかという点

が挙げられた。 

 3 点目として、旅行業者、地域の受入拠点ともに現状のサービスの質を確保する必要があり、生

業の違い等によって生じる問題としてどのようなことがあるかという点が挙げられた。 

 4 点目として、連携して取組を実施した際、旅行中の事故発生等における責任の所在はどうある

べきかという点が挙げられた。 

 5 点目として、連携に際して、地域の受入拠点が提供する情報やサポーターに対する対価はどの

ように考えるべきかという点が挙げられた。 

 以上の平成24年度の検討を踏まえ、ユニバーサルツーリズムの旅行商品の供給促進の観点から、

地域の受入拠点と旅行業者の連携は重要な視点の一つであり、今後の促進のため、上記５項目の方

向性について検討した。

（１）必要情報のマッチング／情報の精度

 旅行業者が商品を造成する際に必要となる情報を地域の受入拠点が提供することができれば、地

域の受入拠点と旅行業者の連携は進みやすくなる。このような双方のニーズに応じた情報をやりと

りし、マッチングを行う上での方向性について検討した。

【検討の視点】 

○ 必要な情報の絞り込み

○ コーディネーターの役割

○ 旅行業界によるホームページでの公開

 まず、双方のニーズを全て満たすことは難しいと考えられるため、一度に全てを網羅しようとす

るのではなく、連携に際して最低限必要な情報の絞り込みを行い、そこから取組をスタートさせて

いくことが考えられる。

 また、情報のマッチングに際しては、例えば、旅行業者の求めるバリアフリーの水準を満たさな
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くとも、そのバリアを着地側地域のネットワークで繋ぎ解決する受入拠点のコーディネーターとし

ての役割が重要であり、地域の受入拠点と旅行業者の連携に際しては、この点を双方が理解する必

要があると考えられる。

 旅行業界側についても、各社のユニバーサルツーリズムに関するサービス提供内容やこれまでの

取扱実績、得意分野といった自らに関する情報発信をホームページ等にて行い、自分たちの求める

ことを知ってもらった上で、情報提供を依頼していくことも、連携を図るために検討する必要があ

ると考えられる。

（２）顧客情報の提供／取扱

 地域の受入拠点と旅行業者間で必要情報の依頼・提供を進める上では、当事者のパーソナルな情

報のやりとりが必要となる。これらの取扱を行う上での方向性について検討した。

【検討の視点】 

○ 旅行業者が使用しているフォーマットの活用

○ 受入拠点が使用しているフォーマットの活用

○ 旅行者の体調等による情報の変化の取扱

○ 宿泊施設等への情報共有の可否

 顧客情報（個人情報）の提供については、旅行者はいずれも旅行契約のなかで、必要な個人情報

を交通機関や宿泊施設等に提出することについて了承済であるため、取扱に際しての十分な注意の

下、地域の受入拠点が顧客ニーズにあった情報・サービスを提供することができるため、旅行業者

側が過度な負担なく提供できる内容であれば、顧客情報の提供は基本的には問題ないと考えられる。

 具体的には旅行業者が使用しているフォーマット、受入拠点が使用しているフォーマットのいず

れかを活用することが考えられるが、双方が情報のやりとりに必要な項目を整理・検討するなど、

最適な方法を模索していくことが必要と考えられる。

 また、フォーマットに記載する情報に加え、顧客情報は常に体調面の変化等があることに双方が

留意し、情報を取り扱う必要があると考えられる。

 旅行業者から地域の受入拠点に提供した顧客情報を、地域の受入拠点から更に宿泊施設やサービ

ス提供者に情報共有できるかどうか等、取扱にあたってのルールづくりについても検討していく必

要があると考えられる。



41 

（３）旅行サービスの質の確保

 地域の受入拠点、旅行業者によって取組レベルが異なると、提供するサービスの質に差異が生じ

る可能性がある。地域の受入拠点、旅行業者ともに、連携することにより旅行サービスの質が低下

することがあってはならず、連携する上での旅行サービスの質の確保について検討した。

【検討の視点】 

○ 地域や旅行業者の違いによって生じるサービスの質の差

○ サービス内容の見える化（手配業務、斡旋、得意分野等）

○ 旅行者または介助者の視点

 旅行サービスの質の確保については、地域の受入拠点や旅行業者によって取組レベルに差が生じ

ることは、ある程度は仕方がなく、その差が集客の差につながり、集客（＝利益）を求めるために

各社切磋琢磨し、結果として全体のレベルアップに繋がると考えられる。 

 また、取組のレベル、サービス基準の差異があるなかで、取扱内容、サービス基準等の見える化

を図ることでお互いのレベルを確認していくことも必要である。

 さらに、介助者のレスパイトケアの観点が旅行業者側には抜けているという指摘もあり、あわせ

て検討していく必要があると考えられる。

（４）リスクと責任分担

 地域の受入拠点と旅行業者との連携のなかで、事故等が発生した場合の責任の所在についても明

確にしていくことが必要であり、リスクと責任分担について検討した。

【検討の視点】 

○ 責任の所在のルール（業務範囲との関係等）

○ 入浴における転倒・死亡のリスク

○ 損害賠償等の各種保険による担保

 地域の受入拠点と旅行業者が連携して取り組んだ際の責任の所在については、その連携内容にも

よるため一概にルールづくりをすることは難しい。

 特に入浴においては転倒や死亡事故のリスクが高く、十分な注意が必要であると考えられる。

 そのようななかで損害賠償保険等への加入は必要不可欠であり、各種リスクを十分に勘案した上

で取組を進める必要があると考えられる。

 一方で、高齢者・障がい者であるからといって過度に特別視する必要はなく、通常の旅行者と同

様に進めていけばよいという考え方もあり、議論を重ねながら取組を推進していくことが必要であ

る。

（５）対価の支払い／考え方

 受入拠点が情報を提供することで、旅行業者は現地での確認の手間を省くことができるようにな
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る。このような情報提供や、現地でのサポーター（介助者）、福祉機器等に対する対価はどのように

考えるべきかについて検討した。

【検討の視点】 

○ 受入拠点が提供する情報の有料の可否

○ 受入拠点ネットワークへの旅行業者の会員化

○ 保険料やサポーター等の人材を確保するための費用

○ サポーターや福祉機器等に対する対価

 受入拠点が提供する情報は、現在は無償で提供されているが、受入拠点の運営費の確保が課題に

なるなかでこれらを有料にするという考え方もある。対価の支払いについては、現地確認の手間が

省ける旅行業者、観光客が増えることで恩恵を受ける地域のサービス提供者等が考えられるが、方

向性を見出すまでには至っていないのが現状である。また、受入拠点が行政から支援を受けている

ケースについては、情報の有料化について慎重に検討する必要がある。

 情報提供に関しては、受入拠点側では、受入拠点のネットワークに旅行業者会員の規定を設け、

その会員に対して情報を提供するという検討の動きも見られ、受入拠点と旅行業者が共通の情報を

管理していくことが有効と考えられる。

 また、前項の旅行サービスの質の確保、あるいはリスクと責任分担の考えから、ボランティアベ

ースの取組ではなく、保険料やサポーター等の人材を確保するためには、必要なサービスは有料化

をする必要があると考えられる。

 同様に、現地でサポーターを手配する場合や福祉機器等を貸し出す場合についても、受入拠点の

運営費確保等の観点から、提供するサービスについては利用者から相応の対価を得ることが必要で

ある。



43 

４．旅行による効用の検証

旅行がもたらす旅行者個人の健康増進に関するデータを収集・整理・分析し、旅行によって発現

することが期待される効用を体系的に整理することを目的として、旅行による効用の検証を行った。

本事業では、旅行の効用を「心の変化」、「行動の変化」、「身体の変化」の3つの視点からとらえ

るとともに、効用が発現する時期に着目し、旅行の効用を「短期的」、「中長期的」の2つ段階から

検討した。

４.１ 旅行による効用の考え方

ユニバーサルツーリズムは、高齢者・障がい者等も含めたすべての人が対象であることから、移

動や日常の生活に制約がある“高齢者”や“障がい者”に着目した効用の検証が必要である。

そのため、旅行全般の効用として検証されている心身のリラックス効果といった「心の変化」や

「身体の変化」に加え、旅行を契機とした「行動の変化」も旅行の効用として含まれるものと想定

される。

また、特に高齢者・障がい者等に着目すると、旅行の行程において短期的または一時的に発現す

る精神的満足感、幸福感（心の変化）により、外出や旅行に対するモチベーションが創出されるこ

とで、日常の意識や行動に変化が生じ、その変化が歩行レベルや身体機能等の変化に繋がることが

期待される。

そこで、本事業では、ユニバーサルツーリズムの効用の検証にあたり、上記3つの変化を効果の

発現までの期間に留意し、体系的に検証することとした。

心の変化

・旅行中の満足感、幸福感
（精神的健康感）
・リラックス効果 身体の変化

・歩行レベル、身体機能の
維持・回復（リハビリ）
・介護のレベルの低下

短期的
（一時的）
効用

長期的
効用企画

準備

行動の変化

・外出頻度の増加
・社会参加の増加
・通院回数の減少 中期的

効用

健康
維持・増進

・次の旅行への準備
・幸福感の持続

図１５ ユニバーサルツーリズムにおける旅行による効用の考え方 
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４.２ 効用調査の内容

４.１ で示した旅行による効用の考え方の下、効用に関する調査を実施した。調査の概要を表１
４に示す。

本事業においては、バリアフリー旅行経験者へのアンケート調査、モニターツアー参加者へのア

ンケート調査、唾液アミラーゼ活性の測定によるストレス診断、POMSを用いた旅行者の気分に関

する調査の４つの調査を実施し、旅行による効用を検証した。

旅行後の中長期的に発現すると考えられる、「行動の変化」、「身体の変化」は、旅行後の検証が必

要となるため、クラブツーリズムの協力の下、過去に旅行を経験したことがある方を対象にアンケ

ート調査を実施した。

旅行中に、短期的または一時的に発現すると考えられる「心の変化」は、今年度実施したモニタ

ーツアー参加者の協力の下、アンケート調査による検証を行った。

さらに、アンケート調査と合わせて、モニターツアー参加者を対象に、唾液アミラーゼ活性の測

定によるストレス診断を行い、旅行中の観光や入浴等の行動に基づく旅行者の「ストレス状態の変

化」を検証するとともに、POMSを用いた旅行者の気分に関する調査から旅行による「心理的な変

化」を検証することで、旅行の効用を定量的に把握することを目指した。

表１４ 旅行による効用調査概要 

調査項目 概要 調査対象 

旅行経験者への

アンケート調査

過去の旅行経験についてアンケート調査を実施

⇒旅行経験に基づく旅行後の中長期的に発現する 

「行動の変化」や「身体の変化」 を検証 

【実施期間】平成25年 11月 1日(金)～11月 11日(月)

過去バリアフリー

旅行等に参加した

経験がある方 

（124名）

モニターツアー

参加者への

アンケート調査

モニターツアー後にアンケート調査を実施

⇒旅行中および旅行前後における短期的（一時的）

に発現する「心の変化」を検証

全地域の 

モニターツアー 

参加者（11名） 

唾液アミラーゼ活性の

測定による

ストレス診断

旅行中に唾液アミラーゼを測定

⇒旅行中の観光や入浴等の行動に基づく

旅行者の「ストレス状態の変化」を検証

いわきの 

モニターツアー 

参加者（8名） 

POMSを用いた

旅行者の気分に

関する調査

旅行前後およびツアー中にＰＯＭＳ調査を実施

⇒旅行に出かける旅行者の気分に関する調査から

旅行による「心理的な変化」を検証

鹿児島の 

モニターツアー 

参加者（8名） 
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４.３ 効用調査の結果

４.３.１ 旅行経験者へのアンケート調査

（１）調査の概要

旅行による効用のうち、旅行後の中長期的に発現すると考えられる、「行動の変化」、「身体の変化」

を検証することを目的として、過去に旅行を経験したことがある方を対象にアンケート調査を実施

した。 

「行動の変化」、「身体の変化」は、旅行後に発現することが想定されるため、クラブツーリズム

の協力の下、過去にバリアフリー旅行等のツアーに参加したことがある方を対象とし、合計 124

通の回答を得た。 

調査票は、有識者へのヒアリング調査をもとに、旅行経験に基づく生活や行動の変化、身体機能

の変化とその具体的な内容、健康増進効果の実感等を設問として設定した。また、ヒアリングにお

いて、初めての旅行後は意識や行動の変化が大きく、その後の旅行経験とは異なる影響が生じる可

能性があるといった意見を得たため、初めての旅行後と2回目以降の旅行後の違いについて検証す

ることを考慮した構成とした。

旅行経験者へのアンケート調査概要を表１５に示す。

表１５ 旅行経験者へのアンケート調査概要 

調査対象 

クラブツーリズムのバリアフリー旅行等のツアーへの参加経験者 

※直近1年以内にツアーに参加し、かつ複数回以上バリアフリー旅行に参加した方

を抽出 

回答数 124通 

実施方法 
※郵送配布、郵送回収 

（送付および回収窓口：クラブツーリズム） 

質問項目 

①旅行の主な目的 

②旅行に向けた体調管理や準備を始める時期 

③旅行経験に基づく生活や行動の変化 

（移動や外出に対する自信、コミュニケーション、外出頻度、社会参加等：８項目）

④旅行経験に基づく身体機能の変化とその具体的な内容 

⑤旅行経験に基づく健康増進効果の有無 

⑥個人属性（年齢／性別／障がいの有無／旅行経験 等）

（２）旅行経験者へのアンケート調査結果

バリアフリー旅行等のツアーに参加する目的として、「趣味・楽しみ」や「息抜き」と回答した方

が多く、旅行全般と同様に、旅行先での癒し効果に対するニーズが高いことが想定される（図１６）。 

旅行経験に基づく生活や行動の変化に関しては、健康・体調管理への意欲・意識、外出への自信、

コミュニケーション、外出頻度、社会参加、リハビリ・運動、通勤回数、通所回数の計8項目をも

とに検証した。その結果、旅行前後の変化や効果として、「健康や体調管理に対する意識・意欲（約

66％、約 69％）」や「移動や外出に対する自信（約 81％、約 72％）」の変化を指摘する意見が

多く、旅行経験に基づく「心の変化」が大きいことが明らかとなった（図１７）。 
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一方、旅行経験に基づく身体機能の変化に関しては、旅行者自身の体調や身体機能により効果の

発現状況にばらつきがあるため統計的に示すことが困難ではあるが、旅行経験者の約 36％が旅行

経験に基づく身体機能の変化（向上）を実感している。具体的な変化の内容としては、「単独での歩

行距離が延びた」、「要介護レベルが低下した」といった意見があった（図１８）。 

旅行による健康増進効果については、旅行経験者の約 81％が「期待できる」または「やや期待

できる」と回答しており、旅行による効用として、「心の変化」「行動の変化」「身体の変化」を含め

た健康増進効果を旅行者が実感していることを確認した（図１９）。
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図１６ 旅行の主な効用（左：初めての旅行時、右：２回目以降の旅行時） 
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図１７ 旅行経験に基づく生活や行動の変化（左：初めての旅行時、右：２回目以降の旅行時） 
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４.３.２ モニターツアー参加者へのアンケート調査

（１）調査の概要

旅行による効用のうち、短期的または一時的に発現すると考えられる「心の変化」を検証するこ

とを目的として、今年度実施したモニターツアー参加者の協力の下、アンケート調査を実施した。

旅行中または旅行直後に発現することが想定される変化を把握するため、２.２.１ で述べた、い

わき、鹿児島、石川の3地域で実施したモニターツアー参加者を対象として、ツアー終了直後に調

査を実施した。モニターツアーに参加した、いわき 4名、鹿児島 4 名、石川 3名の計 11 名より

回答を得た。 

調査は、モニターツアーを通じた各地域の受入体制強化に繋がる旅行者の意見把握を目的とした

モニターツアーの評価（満足度等）と、旅行による効用の把握を目的とした意識の変化に関する項

目による構成とした。

モニターツアー参加者へのアンケート調査概要を表１６に示す。

表１６ モニターツアー参加者へのアンケート調査概要 

調査対象 本年度3地域で実施したモニターツアーの参加者 

回答者数 
11名 

（いわき：4名、鹿児島：4名、石川：3名、障がいのある方を対象に実施） 

実施方法 
モニターツアー終了後に調査票を配布し、その場で記入・回収 

（一部、郵送にて調査票を回収） 

質問項目 

①旅行前の準備・不安 

⇒旅行に向けた準備や体調管理を始める時期とその内容、旅行に対する不安 

②今回のモニターツアーの評価 

⇒ツアー全体の満足度、観光地や宿泊施設の改善点、ツアーを通じての感想 

③次回以降の旅行に向けた意識 

⇒次回旅行への意欲・自信、今後の生活への意欲の変化 

（健康や体調管理、外出、コミュニケーション、社会参加、リハビリ・運動） 

① 行の効用 

⇒旅行を通じた心理的・身体的な変化、旅行による「健康増進効果」の有無 

（２）モニターツアー参加者へのアンケート調査結果

モニターツアーの満足度に関しては、ツアーの内容だけでなく、現地サポーターや施設等の対応

への評価から、参加者の11人中 10人から、「満足」「やや満足」という回答を得た。ユニバーサ

ルツーリズムを通じた、現地のサポーターとの触れ合いが、ツアーの満足度向上の要因の一つとな

っている（図２０）。また、次回旅行への参加意向として、モニターツアーの満足度から、参加者全

員が「ぜひ行きたい」または「できれば行きたい」と回答している（図２１）。 

旅行を通じた「心の変化」に関しては、「今後の生活に対する意欲の変化」として、健康や体調管

理、日常的な外出、コミュニケーション、社会参加、リハビリ・運動の5項目をもとに、検証した。 

その結果、参加者の半数以上が各項目に対して、意欲が向上したと回答しており、特に、「健康や
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体調管理」や「リハビリ・運動」に対しては7割（11名中8名）以上が、意欲の向上を指摘して

いる。このことから、旅行後に短期的に発現する「心の変化」として、日常生活への意欲の変化を

旅行者が実感していることが確認できた（図２２）。 

また、旅行を通じた変化の内容としては、11人中 8人の参加者が「心理的な変化」を実感して

いる。具体的な変化の内容として、気分の向上や癒し効果の他に、「人と話したい気持ちが出た」と

いう回答があり、旅行経験が社会参加への意欲向上に寄与したことが想定される（図２３、図２４）。 
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４.３.３ 旅行の効用に関する定量的な評価

本事業では、旅行による効用の検証として、アンケート調査による統計的な検討に加え、モニタ

ーツアー参加者を対象とした、唾液アミラーゼ活性の測定によるストレス診断、POMSを用いた旅

行者の気分に関する調査を実施することで、旅行の効用を定量的に検証することを目指した。

（１）調査の概要

モニターツアー参加者の協力の下、旅行の効用を定量的に検証することを目的として、唾液アミ

ラーゼ活性の測定によるストレス診断、POMSを用いた旅行者の気分に関する調査を実施した。

唾液アミラーゼ活性の測定によるストレス診断は、いわきでのモニターツアー参加者８名（障が

いのある方４名、同行者４名）を対象に実施し、POMSを用いた旅行者の気分に関する調査は、鹿

児島でのモニターツアー参加者８名（障がいのある方４名、介助者４名）を対象に実施した。

旅行の効用に関する定量的な評価の概要を表１７に示す。

表１７ 旅行の効用に関する定量的評価の概要 

唾液アミラーゼ活性の測定による 

ストレス診断 
POMS を用いた旅行の気分に関する調査

調査対象 いわきモニターツアー参加者 鹿児島でのモニターツアーの参加者 

被験者 

計８名 

※障がいのある方：４名 

同行者（ご家族）：４名 

計８名 

※障がいのある方：４名 

介助者：４名 

調査方法 

○旅行者の唾液を採取し、唾液アミラー

ゼ活性を測定

○１泊２日のツアー行程のなかで、５回

測定を実施

・観光行動の前後

・入浴前後

・２日目の起床後（基準値）

○旅行前後とツアー行程中に計４回、

旅行者の気分を調査

・旅行の約１週間前

・帰宅してから約１週間後

・ツアー中２回

（旅行先到着時、旅行直後）
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（２）唾液アミラーゼ活性の測定によるストレス診断

唾液アミラーゼ活性の測定によるストレス診断は、被験者

の唾液アミラーゼ活性を、旅行の各段階において測定するこ

とで、旅行によるストレス緩和効果を評価するものである。

本調査では、旅行の各段階として、観光行動（ハワイアンズ

のショー鑑賞）の前後、入浴の前後を設定した。

また、唾液アミラーゼ活性の測定値は、個人差および日変

動が生じることから、旅行中の基準値測定を目的として、１

日で最も数値が安定するとされる起床後を加えた計５回の

測定を実施した。

唾液アミラーゼ活性の測定結果をもとに、モニターツアーを通じた旅行中のリラックス効果に関

する評価を実施した。

モニターツアー参加者は 60 代～80 代であり、高齢の方は唾液量が少ないため、数値が計測で

きない場合が多く、本調査においても２名の計測ができなかった。そこで、被験者８名のうち、有

意な数値が計測できた６名を対象に分析を実施した。

入浴前後に唾液アミラーゼ活性の数値に着目すると、被験者６名全員の数値が、入浴後に低くな

る傾向にあり、旅行行動の一つである入浴によるリラックス効果が確認された。

また、被験者の中には、入浴後に基準値（起床後の測定結果）を下回る数値が計測されたケース

も確認でき、大きな癒し効果（ストレス緩和効果）が得られたと考えられる（図２５）。
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（３）POMS を用いた旅行者の気分に関する調査

POMS（Profile of Mood States）は、「緊張」「抑うつ」「怒り」「活気」「疲労」「混乱」の６

つの尺度から、気分や感情の状態を測定する「気分プロフィール検査」である。本事業では、POMS

短縮版を用いて、旅行による被験者の気分に関する調査を実施した。

調査は、旅行の約１週間前、旅行先到着時、ツアー終了直後、帰宅してから約１週間後の計４回

実施し、被験者の回答結果から各時点における被験者の気分状態の変化を評価した。

各調査時点の回答結果をもとに、モニターツアーを通じた被験者の気分状態の変化に関する評価

を実施した。分析にあたっては、気分プロフィール換算表より算出したＴ得点（標準化得点）の変

化に着目して検討した。

尺度別Ｔ得点の平均値の変化をみると、旅行行動後に「活気」の数値が上昇しており、旅行に出

かけることで旅行者の積極性や前向きな気持ちが向上する傾向にあることがわかる（図２６）。

モニターツアー参加者へのアンケート調査においても、「旅行先では自然と心が開かれる」、「初め

て会った人とも自然と話ができる」といった回答があり、前向きな気持ちの向上による心や行動の

変化が生じているものと考えられる。
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４.４ 効用調査のまとめ

旅行による効用検証のまとめとして、本事業において実施した調査結果をもとに、旅行によって

発現することが期待される効用を体系的に整理した（表１８）。

旅行による効用は、旅行中に短期的に発現する効果と、旅行後の中長期的に発現する効果に分類

され、旅行者の「心」「行動」「身体」の３つの変化を促すことが考えられる。旅行中に感じたリラ

ックス効果や心の豊かさ、旅行自体の満足感による次回の旅行への期待が旅行者の「心の変化」に

つながり、体調管理や日常生活（外出・社会参加等）への意欲向上に寄与すると考えられる。

その変化が旅行者の日常生活におけるリハビリや外出頻度の増加といった「行動の変化」を促し、

長期的な変化として、「身体の変化」に繋がるものと考えられる。

上記３つの変化のうち、旅行経験者の 80％以上が旅行経験により移動や外出への自信が増加し

たと回答する等、「心の変化」に関して旅行者自身が強く実感していることがわかる。

心の変化による心理的な健康感、その変化に伴う身体的な健康感の両面から、旅行による健康増

進効果が確認され、旅行者自身も80％以上が旅行による健康増進効果を実感している。
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表１８ 旅行の効用に関するまとめ 
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５．検討会の開催

 ユニバーサルツーリズムの普及・促進に向けた本事業全体の推進に際し、４回の検討会を開催し

た。検討会の実施概要を以下に示す。

表１９ 第１回検討会 実施概要 

項目 内容 

開催日時 平成 25年 9月 18日(水) 13:30～15:00 

開催場所 国土交通省 3号館 4階 特別会議室 

出席者 【座長】

秋山 哲男（日本福祉のまちづくり学会 会長）

【委員】

大木 正治（全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 会長代行）

菊池 辰弥（一般社団法人 全国旅行業協会 経営調査部長）

木村 光男（一般社団法人 日本旅行業協会

      総務部 総務・企画・会員サービスグループ マネージャー）

鞍本 長利（神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表

      日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク理事長）

小関 政男（一般社団法人 日本旅館協会 常務理事）

田中 穂積（ANAセールス株式会社 CS推進室 ツアーアシスト課長）

中村 元 （伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長

      日本バリアフリー観光推進機構理事長）

長谷川 幹（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長）

平森 良典（株式会社昭和観光社 代表取締役

      バリアフリー旅行ネットワーク会長）

渕山 知弘（クラブツーリズム株式会社

      テーマ旅行部バリアフリー旅行センター支店長）

議事次第 １．開会

２．挨拶

３．座長挨拶／委員紹介

４．調査事業趣旨説明

５．地域の受入体制の強化について

６．意見交換

７．その他

８．今後のスケジュール等について

９．閉会

会議の様子 
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表２０ 第２回検討会 実施概要 

項目 内容 

開催日時 平成25年 11月 25日(月) 13:30～15:30

開催場所 中央合同庁舎3号館8階 国際会議室

出席者 【座長】

秋山 哲男（日本福祉のまちづくり学会 会長）

【委員】

石塚 裕子（大阪大学未来戦略機構第五部門 特任助教）

大木 正治（全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 会長代行）

木村 光男（一般社団法人 日本旅行業協会

      総務部 総務・企画・会員サービスグループ マネージャー）

鞍本 長利（神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表

      日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク理事長）

小関 政男（一般社団法人 日本旅館協会 常務理事）

田中 穂積（ANAセールス株式会社  CS推進室 ツアーアシスト課長）

中村 元 （伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長

      日本バリアフリー観光推進機構理事長）

伴流 高志（株式会社エイチ・アイ・エス バリアフリートラベルデスク 所長）

渕山 知弘（クラブツーリズム株式会社

      テーマ旅行部バリアフリー旅行センター支店長）

議事次第 １．開会

２．挨拶

３．座長挨拶

４．議題

 （１）地域の受入拠点の選定結果と実施内容について

 （２）旅行商品の供給促進について

 （３）旅行による効用の検証について

５．意見交換

６．その他

７．今後のスケジュール等について

８．閉会

会議の様子
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表２１ 第３回検討会 実施概要

項目 内容 

開催日時 平成26年 2月 5日(水) 15:00～17:00 

開催場所 中央合同庁舎3号館8階 国際会議室 

出席者 【座長】

秋山 哲男（日本福祉のまちづくり学会 会長）

【委員】

石塚 裕子（大阪大学未来戦略機構第五部門 特任助教）

木村 光男（一般社団法人 日本旅行業協会

      総務部 総務・企画・会員サービスグループ マネージャー）

鞍本 長利（神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表

      日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク理事長）

小関 政男（一般社団法人 日本旅館協会 常務理事

      代理：一般社団法人 日本旅館協会 専務理事 中村義宗）

田中 穂積（ANAセールス株式会社  CS推進室 ツアーアシスト課長）

中村 元 （伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長

      日本バリアフリー観光推進機構理事長）

長谷川 幹（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長）

伴流 高志（株式会社エイチ・アイ・エス バリアフリートラベルデスク 所長）

平森 良典（株式会社昭和観光社 代表取締役

      バリアフリー旅行ネットワーク会長）

渕山 知弘（クラブツーリズム株式会社

      テーマ旅行部バリアフリー旅行センター支店長）

議事次第 １．開会
２．挨拶
３．座長挨拶
４．議題
 （１）地域の受入体制強化

①３地域における事業実施結果（速報）について
②地域（観光地）の受入拠点づくりマニュアル案について

 （２）旅行商品の供給促進について
 （３）旅行による効用の検証について
５．意見交換
６．その他
７．今後のスケジュール等について
８．閉会

会議の様子



57 

表２２ 第４回検討会 実施概要

項目 内容 

開催日時 平成26年 2月 26日(水) 13:30～16:30 

開催場所 中央合同庁舎3号館8階 国際会議室 

出席者 【座長】 

秋山 哲男（日本福祉のまちづくり学会 会長） 

【委員】 

石塚 裕子（大阪大学未来戦略機構第五部門 特任助教） 

大木 正治（全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 会長代行 

代理：全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 門倉良樹氏） 

菊池 辰弥（一般社団法人 全国旅行業協会 経営調査部長） 

鞍本 長利（神戸ユニバーサルツーリズムセンター代表 

      日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク理事長） 

小関 政男（一般社団法人 日本旅館協会 常務理事） 

田中 穂積（ANAセールス株式会社  CS推進室 ツアーアシスト課長） 

中村 元 （伊勢志摩バリアフリーツアーセンター理事長 

      日本バリアフリー観光推進機構理事長） 

長谷川 幹（三軒茶屋リハビリテーションクリニック 院長） 

伴流 高志（株式会社エイチ・アイ・エス バリアフリートラベルデスク 所長）

平森 良典（株式会社昭和観光社 代表取締役 

      バリアフリー旅行ネットワーク会長） 

渕山 知弘（クラブツーリズム株式会社 

      テーマ旅行部バリアフリー旅行センター支店長） 

【地域からの参加者】 

長谷川 秀雄（NPO法人 いわき自立生活センター 理事長） 

紙屋 久美子（NPO法人 チャレンジド就労支援ネットワークeワーカーズ鹿児島 理事長）

坂井 さゆり（NPO法人 石川バリアフリーツアーセンター 理事長） 

議事次第 １．開会 

２．挨拶 

３．座長挨拶 

４．議題 

 （１）地域の受入体制強化について 

   ①３地域における事業実施結果の報告 

   ・NPO法人 いわき自立生活センター 

   ・NPO法人 チャレンジド就労支援ネットワーク eワーカーズ鹿児島 

   ・NPO法人 石川バリアフリーツアーセンター 

   ②地域（観光地）の受入体制強化マニュアル案について 

 （２）旅行商品の供給促進について 

 （３）旅行による効用の検証について 

５．その他  

６．閉会 

会議の様子
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６．今後の課題と方向性

【今までの結果】

本事業では、高齢者・障がい者等の移動制約者を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整

備し、ユニバーサルツーリズムの更なる普及・促進を図ることを目指し、受入側、供給側それぞれ

の視点で検討した。

 受入側の取組として、今後ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりを目指す地域が参考

にできるマニュアルを作成、供給側の取組として、旅行業界および旅行業者が今後取り組むべき方

向性について取りまとめ、さらに、旅行の効用について体系的に分析整理した。

 本事業の結果からもわかるように、超高齢社会においてユニバーサルツーリズムへ取り組むこと

は重要かつ必須であるといえる。

【今後の課題】

今後は、本事業での成果をもとに、地域、旅行業者をはじめとして、ユニバーサルツーリズムの

更なる促進を図るための具体的かつ実践的な取組が必要となる。

地域の受入体制については、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりを進める上で、観

光困難者や旅行業者からの問い合わせや相談に適切に対応することができる受入拠点が重要になる。

本事業で作成したマニュアルを周知するとともに、マニュアルを実践する地域への支援等により、

ユニバーサルツーリズムに対応する観光地づくりを促進させていく必要がある。

旅行商品の供給促進については、JATA、ANTA等の業界団体や個々の旅行業者等、業界を挙げ

ての実践的な取組が望まれる。旅行業界全体の取組としては、高齢者・障がい者への対応方法を実

践的に学ぶための研修の実施や、旅行商品の造成に向けた指導等、個々の旅行業者を支援する取組

が望まれる。個々の旅行業者の取組としては、ユニバーサルツーリズムに対する認識と重要性の理

解を深め、相談窓口・専門部署の設置や自社の方針・体制に応じた旅行商品の造成等、積極的な対

応が求められる。

また、地域の受入拠点と旅行業者が連携することにより双方で生じるメリットがある一方、連携

に際して解決すべき課題も多いことから、双方が利用者の視点に立った取組を進めることが求めら

れる。

さらに、関係者の意識醸成や当事者への周知等を目的としたシンポジウムの開催等、ユニバーサ

ルツーリズムの理解を促進するとともに、本事業の調査結果を広く普及させていくことが必要であ

る。

 ユニバーサルツーリズムの更なる促進に向けて、対応する地域および旅行業者が増加するととも

に、それぞれの取組の発展および質の向上が期待される。



ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関する調査 
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